
令和５年度実施計画効果検証シート（戦略プロジェクトに紐づく事業）
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番
号
政策 施策

事業状
況（R5
年度時
点）

所属 事業名 概要
取り組み
の方向１

R5事業内容
決算額
（R5）

KPI①・② 単位 基準値
目標値
①・②
(R5)

実績値
（R5）

達成状況
（R5）

評価
実施による効果・成

果
実施による課題 次年度の取組方針 備考

福祉総
務課

①高校進学率 ％ ― 100 100 達成

福祉総
務課

②高校中退者数 人 ― 0 0 達成

健康づ
くり推
進課

①新生児聴覚検査受
診率

％
97

（R3）
100 71 未達成

健康づ
くり推
進課

②要精密検査になっ
た新生児の医療機関
受診率

％ ― 100 100 達成

健康づ
くり推
進課

①必要な健診を受け
られた妊婦の割合

％ ― 100 100 達成

健康づ
くり推
進課

②標準的な妊婦健診
の受診回数（14回）

回
13

（R3）
14 13 未達成

4
健

康・
医療

健康
づく
り

継続
健康づ
くり推
進課

おたふくかぜ予
防接種事業

感染による難聴等の合併症を防ぐとと
もに、子育て世代の経済的負担軽減を
図るため、１歳児を対象に、おたふく
かぜ予防接種にかかる費用の一部を助
成します。

地域の子育
てネット

ワーク形成

ＳＴＥＰ２
ネットワー
クの形成・
活動支援

・委託医療機関での予
防接種
・委託医療機関以外で
の接種者に対する償還
払い

1,179（千円）
①1歳児のおたふくか
ぜワクチン接種率

％
93

(R2)
100 94 未達成

Ｂ 相当程度
の効果があ
り、今後も
効果が見込
まれること
から継続す
る

予防接種の実施によりお
たふくかぜの発症や合併
症の予防や、子育て世代
の経済的負担軽減を図る
ことができた。

委託外接種の手続きが煩
雑である。

委託外接種について必要
な手続きを明確化し周知
していく。

R6.2月末時点の決算額
です。
R6.4.11健康づくり推進
課追記
決算見込　1,305千円
接種率見込　93％

健康づ
くり推
進課

①３歳６か月児の屈
折検査実施率

％
100

（R3）
100 100 達成

健康づ
くり推
進課

②精密検査率(屈折検
査の結果で要精密検
査になった幼児の医
療機関への受診率)

％
100

（R3）
100 80 未達成

6
健

康・
医療

健康
づく
り

継続
健康づ
くり推
進課

子ども家庭総合
支援拠点事業

支援が必要な妊産婦や18歳以下の子ど
もとその家庭への支援を実施します。

地域の子育
てネット

ワーク形成

ＳＴＥＰ２
ネットワー
クの形成・
活動支援

ＳＴＥＰ
３　ネッ
トワーク
の拡大

・子ども家庭支援全般
に係る業務
・要支援児童、要保護
児童、特定妊婦等への
支援業務
・関係機関の連絡調整
など、その他必要な支
援業務
・職員配置：
　子ども家庭支援員
常時2名（保健師）
　虐待対応専門員
常時1名（社会福祉士）

0（千円）

①支援が必要な妊産
婦から18歳以下まで
の子どもと保護者を
誰ひとり残さず支援
する

― ―

支援が必要
な妊産婦か
ら18歳以下
までの子ど
もと保護者
を誰ひとり
残さず支援

する

支援が必要
な妊産婦か
ら18歳以下
までの子ど
もと保護者
を誰ひとり
残さず支援

した

達成

Ｂ 相当程度
の効果があ
り、今後も
効果が見込
まれること
から継続す
る

支援が必要な妊産婦から
18歳以下までの子どもと
保護者を誰ひとり残さず
支援に繋げることができ
た。

なし
令和6年4月に設置するこ
ども家庭センターへ統合
していく。

R6.4月にこども家庭セ
ンターが設置されるこ
とに伴い、子ども家庭
総合支援拠点は廃止さ
れます。

7
健

康・
医療

健康
づく
り

継続
健康づ
くり推
進課

あやせ流つなぐ
支援

福祉総務課で実施する食糧配付事業
（フードリンクあやせ）と連携を図
り、母子保健や子ども家庭総合支援拠
点事業、自殺対策事業において物資支
援を行うことで、各家庭に対する支援
や見守りを進めます。

地域の子育
てネット

ワーク形成

ＳＴＥＰ１
ネットワー
クの地盤形

成

ＳＴＥＰ
２　ネッ
トワーク
の形成・
活動支援

対象：支援を必要とす
る子ども・家庭
・特定妊婦　令和元
年：105人（実数）
  児童虐待通告件数
令和元年：121件（延
べ）
・こころの健康相談 令
和元年：24人（実数）
　こころの訪問相談 令
和元年：8人（実数）

0（千円）

①支援を必要とする
全ての子ども・家庭
を誰ひとり残さず支
援する

― ―

支援を必要
とする全て
の子ども・
家庭を誰ひ
とり残さず
支援する

支援が必要
な家庭へ物
資支援と見
守りを行っ

た

達成

Ｂ 相当程度
の効果があ
り、今後も
効果が見込
まれること
から継続す
る

フードリンクと連携し物
資支援を行うことで、支
援を必要とする家庭や子
どもの支援や見守りを行
うことができた。

なし
引き続き支援が必要な家
庭や子どもに対し実施し
ていく。

育てる1　笑顔あふれる親子が育つまちプロジェクト

妊婦健診費用助成額を増
額することで、検査費用
の負担を軽減することが
できた。

引き続き、適切な妊婦健
康診査費用補助券の利用
について周知を図ってい
く。

R6.2月末時点の決算額
です。
R6.4.11健康づくり推進
課追記
決算見込　26,212千円

2
健

康・
医療

ＳＴＥＰ１
ネットワー
クの地盤形

成

地域の子育
てネット

ワーク形成

出産時の経済的負担を軽減するととも
に、全ての保護者に聴覚検査の受診勧
奨を行い、支援が必要となった場合は
早期に必要な医療機関へつなげるた
め、全ての新生児を対象に聴覚検査に
係る費用の一部を補助します。

3
健

康・
医療

健康
づく
り

拡充
妊婦健康診査助
成事業

妊婦健康診査時にかかる費用を負担
し、安心した妊娠生活につなげるた
め、妊娠届出時に交付している補助券
の補助額を増額します。

地域の子育
てネット

ワーク形成

1 福祉
社会
保障

Ｂ 相当程度
の効果があ
り、今後も
効果が見込
まれること
から継続す
る

本事業の実施により、検
査にかかる経済的負担を
軽減することができた。
また、早期に支援が必要
な方を把握し、支援に繋
げることができた。

里帰り出産等で未申請の
場合等を含め、新生児訪
問や乳幼児健診等で周知
を図っていく。

戦略PJ取り組みの
展開１

地域の子育
てネット

ワーク形成

ＳＴＥＰ１
ネットワー
クの地盤形

成

・事業周知と補助券発
行

Ｂ 相当程度
の効果があ
り、今後も
効果が見込
まれること
から継続す
る

中学校不登校児童の参加
が増加しているため、出
席率が減少傾向にある。
また、外国人生徒の参加
が増え、日本語が話せな
い外国人の親との面談等
におけるコミュニケー
ションが難しい。

中学生は全員高校へ進
学。進学した高校生も高
校中退者は０人。令和３
年度より、高校生に対す
る講師を配置し、高校進
学後のフォローを実施し
たことにより、本事業を
卒業した高校生も参加す
るようになった。

次年度以降も事業を継
続。引き続き、貧困の連
鎖を断ち切ることを目的
に、安心して通える居場
所を提供し、協調性、自
主性、社会性の育成、基
礎学力の定着を図る。

継続
生活困窮世帯の
高校生に対する
学習支援の拡充

生活困窮世帯の中学生を対象に、学習
支援事業を実施するとともに、進学し
た高校生を対象に、通学状況の確認と
教室で学習や相談を受ける学習支援講
師を配置します。

健康
づく
り

新規
新生児聴覚検査
助成事業

・事業周知と受診勧奨
・周産期医療機関との
連携

898（千円）

・開催場所　3か所
・定員　45人
・開催回数　各週2回
・高校生に対する講師
を新たに配置　3か所各
週2回2人配置

14,796（千円）

聴覚検査費用がセット料
金となっている場合は補
助対象とならない。

5 継続
３歳６か月児健
診屈折検査事業

地域の子育
てネット

ワーク形成

健
康・
医療

健康
づく
り

弱視の原因となる遠視や乱視などの早
期発見、早期治療に繋げるため、３歳
６か月児健診の視覚検査に、屈折検査
機を導入します。

健診未受診児に対し、検
査の必要性等について通
知や訪問で周知・啓発し
ていく。

ＳＴＥＰ１
ネットワー
クの地盤形

成

ＳＴＥＰ２
ネットワー
クの形成・
活動支援

Ｂ 相当程度
の効果があ
り、今後も
効果が見込
まれること
から継続す
る

屈折検査の導入により弱
視の主な原因である乱視
等の疑いがある場合に、
速やかに医療機関につな
げることができた。

Ｂ 相当程度
の効果があ
り、今後も
効果が見込
まれること
から継続す
る

24,148（千円）

R6.2月末時点の決算額
です。
R6.4.11健康づくり推進
課追記
決算見込　958千円
受診率見込　70％

・３歳７か月児健診受
診者に対し、屈折検査
を実施。
・また、機器導入前に
健診を受けた方で、検
査を希望する方へ検査
日を設けて実施。

0（千円）

出産予定日より早く出産
を迎える方が多く、14回
分使い切らない方が多
い。

健診未受診児の受検
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番
号
政策 施策

事業状
況（R5
年度時
点）

所属 事業名 概要
取り組み
の方向１

R5事業内容
決算額
（R5）

KPI①・② 単位 基準値
目標値
①・②
(R5)

実績値
（R5）

達成状況
（R5）

評価
実施による効果・成

果
実施による課題 次年度の取組方針 備考

育てる1　笑顔あふれる親子が育つまちプロジェクト

戦略PJ取り組みの
展開１

8

子ど
も・
子育
て

子育
て支
援

拡充
こども
未来課

小児医療費助成
事業の拡大

子育て世帯に対する経済的負担を軽減
し、安心して子育てできる環境整備を
さらに進めるため、小児医療費助成事
業の対象年齢を１８歳まで引き上げま
す。

地域の子育
てネット

ワーク形成

ＳＴＥＰ１
ネットワー
クの地盤形
成

・中学校卒業後～18歳
以下の対象者(見込)
2,463人
　※満18歳に達する日
以後の最初の3月31日ま
で
・拡大分受診件数見込
み：8,914件（7か月
分）

387,116（千円）
一人当たりにおける
拡大分の医療費助成
額

円/人 ― 8,219 14,194 達成

Ｂ 相当程度
の効果があ
り、今後も
効果が見込
まれること
から継続す
る

対象年齢の引き上げによ
り、子育て世帯の経済的
負担を軽減し、安心して
子育てのできる環境の整
備を進めることができ
た。

各自治体によるこどもの
医療費助成対象は、市町
村によって大きく異な
り、市町村間の格差が生
じている。こどもの医療
費助成については、国の
統一した制度として創設
される必要がある。
また、対象年齢の拡大に
伴い、頻回受診の増加が
懸念される。

引き続きこどもの医療費
助成の適正な実施に努め
るため、あやせ２４時間
電話相談の活用について
周知を図っていくととも
に、今後も国に対し全国
一律のこどもの医療費助
成制度の創設を求めてい
く。

こども
未来課

①児童扶養手当の一
部支給者率

％
44

(R3)
48

48.90
(受給者所
得制限超過
による全部
支給停止を

含む）

達成

こども
未来課

②養育費に関する相
談率（相談員の相談
件数全体に対し養育
費相談が占める割
合）

％
2

(R2)
7

7.69
(R6.3月末
時点）

達成

10

子ど
も・
子育
て

子育
て支
援

継続
こども
未来課

子育て支援セン
ター運営経費

交流の場の提供、相談などによる育児
不安の軽減、地域の子育て活動団体な
どの支援を図るため、未就学児とその
保護者を対象に、子育て支援センター
を運営します。

地域の子育
てネット

ワーク形成

ＳＴＥＰ１
ネットワー
クの地盤形

成

ＳＴＥＰ
２　ネッ
トワーク
の形成・
活動支援

未就学児とその保護者
に対する子育て相談や
情報提供、子育てサー
クルの支援、地域育児
センターや民生委員・
児童委員等と連携した
子育て支援施策の実施
・子育て支援センター
市内3か所運営
・移動サロン
・各種育児講座

4,598（千円）
①子育て支援セン
ター(サロン事業）の
利用者

組
11,705
(R1)

12,000
6,974

(R6.3.30時
点）

未達成

Ｂ 相当程度
の効果があ
り、今後も
効果が見込
まれること
から継続す
る

コロナ禍が明け、支援セ
ンターの利用制限を解除
したことで、徐々に利用
者が戻り、交流の場の提
供や子育て相談など支援
につなげることができ
た。

幼稚園入園の年齢が低年
齢化していることで、支
援センターの利用者が０
～１歳が中心となってい
るが、支援センターの存
在を知らない、利用した
ことがないという方がま
だ多いことから、関係機
関と連携した周知が必
要。

引き続き、支援センター
事業の周知を図り、利用
者同士が交流し、育児不
安を軽減できるような安
心して利用できる場所と
なるよう継続実施する。

11

子ど
も・
子育
て

子育
て支
援

継続
こども
未来課

高等職業訓練促
進給付金支給事
業

ひとり親家庭の父または母が就労し、
安定的な収入を得て自立することを支
援するため、訓練中の生活費を支援す
る高等職業訓練促進給付金を支給しま
す。

地域の子育
てネット

ワーク形成

ＳＴＥＰ１
ネットワー
クの地盤形

成

高等職業訓練促進給付
金を支給事業の実施
・事前相談
・申請→審査→支給

8,979（千円）
①児童扶養手当の一
部支給率

％
44

(R2)
48

48.90
(受給者所
得制限超過
による全部
支給停止を

含む）

達成

Ｂ 相当程度
の効果があ
り、今後も
効果が見込
まれること
から継続す
る

児童扶養手当の申請時や
現況時にチラシを配布す
ることで制度を必要とし
ている方へ十分な周知を
行なうことができた。

不安定な収入のひとり親
家庭に向け、更なる周知
を行うとともに、制度を
利用したひとり親世帯が
経済的に自立できるよ
う、十分な支援を行うこ
とが必要である。

引き続き事業周知を図る
とともに、ひとり親家庭
の父・母が安定的な収入
を得て生活ができるよう
支援を行う。

保育課 ①待機児童数 人
6

（R4）
0 10 未達成

保育課
②保育士の新規雇用
人数（補助等を活用
した雇用人数）

人
0

（R4）
5 0 未達成

保育課 ①待機児童数 人
6

（R4）
0 10 未達成

保育課
②保育士の新規雇用
人数（補助等を活用
した雇用人数）

人
0

（R4）
5 29 達成

保育
課、障
がい福
祉課

①負担軽減が図られ
た保護者数（うち、
もみの木園）

人
539(26)
（R4）

542(26) 578(14) 達成

保育
課、障
がい福
祉課

②負担軽減が図られ
た保育士数（うち、
もみの木園）

人
133(14)
（R4）

134(14) 145(14) 達成

地域の子育
てネット

ワーク形成

ＳＴＥＰ１
ネットワー
クの地盤形

成

9

ひとり親の子どもが経済面で貧困状態
に陥らないようにするため、専門相談
員により、離婚後も子どもたちが生活
に困窮することなく生活するための相
談、情報提供や手続き支援を行いま
す。また、経済的支援としては、公正
証書作成や調停にかかる経費の助成、
養育費保証契約締結時の初回保証料を
助成します。

養育費確保支援
事業（ひとり親
総合支援事業）

・補助制度を周知する
とともに保育士雇用を
促す
・補助金の交付

市内や近隣市の保育士を採用すること
が難しくなっている現状を踏まえ、近
隣市を含め、より広い地域の保育士の
雇用を進めていくとともに、定着及び
離職防止を図るため、保育士を対象に
家賃補助を行います。

地域の子育
てネット

ワーク形成

子ど
も・
子育
て

子育
て支
援

継続 186（千円）

児童扶養手当の申請時や
現況時にチラシを配布す
ることで周知を行ない、
養育費の確保に向けた支
援につなげることができ
た。

引き続き、事業周知を図
るとともに、離婚後も子
どもたちが生活に困窮す
ることなく生活できるよ
う、養育費の確保に向け
た支援を継続実施する。

12

子ど
も・
子育
て

保育
環境

新規

Ｂ 相当程度
の効果があ
り、今後も
効果が見込
まれること
から継続す
る

市内15施設で紙おむつの
持ち帰りがなくなること
で、保護者と保育士の負
担が軽減している。

なし

Ｂ 相当程度
の効果があ
り、今後も
効果が見込
まれること
から継続す
る

・公正証書作成等の経
費助成
・養育費保証契約締結
時の初回保証料助成

養育費に係る公正証書等
の作成に係る経費の助成
については、利用する方
が増えてきているもの
の、養育費保証契約締結
時の初回保証料の助成に
ついては、まだ実績がな
く、今後の支援の中での
活用が必要。

保護者と保育士の負担軽
減を図るため、引き続き
補助事業を実施する。

令和5年度は13人に補助
しており、保育士の定着
及び離職防止につながっ
ている。

ＳＴＥＰ１
ネットワー
クの地盤形

成

保育士の雇用を進めてい
くとともに、定着及び離
職防止を図るため、引き
続き補助事業を実施す
る。

・補助制度を周知する
とともに保育士雇用を
促す
・給付金の支給

20,280（千円）

Ｂ 相当程度
の効果があ
り、今後も
効果が見込
まれること
から継続す
る

ＳＴＥＰ１
ネットワー
クの地盤形

成

4,358（千円）

Ｂ 相当程度
の効果があ
り、今後も
効果が見込
まれること
から継続す
る

令和5年度は実人数で188
人に補助しており、保育
士の雇用促進と離職防止
につながっている。

待機児童の解消に向け
て、補助制度の周知を図
り、今まで以上に保育士
の雇用促進と離職防止を
図る必要がある。

保育士の雇用促進と離職
防止を図るため、引き続
き補助事業を実施する。

補助開始年度であり、前
年度に採用活動をする4月
採用の保育士に補助の周
知を図ることができず、
保育士の新規雇用に対す
る効果が出ていない。

保育士等家賃補
助金

4,125（千円）

13

子ど
も・
子育
て

保育
環境

新規
保育士処遇改善
給付金

待機児童の解消に向けて保育士の雇用
促進と離職防止を図るため、保育士処
遇改善給付金を支給します。

地域の子育
てネット

ワーク形成

保育所等紙おむ
つ処理事業

使用済み紙おむつを保護者が持ち帰ら
なくて済むようにするため、民間保育
所等については、紙おむつの処分費用
に要する費用の一部を補助するととも
に、公立保育所等についても紙おむつ
の処分を実施します。

地域の子育
てネット

ワーク形成
14

子ど
も・
子育
て

保育
環境

新規

（民間）
・各施設に補助内容を
説明し、施設での廃棄
を促す
・補助金の交付
（公立）
・処分、運搬を業者委
託

ＳＴＥＰ１
ネットワー
クの地盤形

成



令和５年度実施計画効果検証シート（戦略プロジェクトに紐づく事業）

1 2 3 4 5 6 7 9 10 11 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

番
号
政策 施策

事業状
況（R5
年度時
点）

所属 事業名 概要
取り組み
の方向１

R5事業内容
決算額
（R5）

KPI①・② 単位 基準値
目標値
①・②
(R5)

実績値
（R5）

達成状況
（R5）

評価
実施による効果・成

果
実施による課題 次年度の取組方針 備考

育てる1　笑顔あふれる親子が育つまちプロジェクト

戦略PJ取り組みの
展開１

保育課 ①待機児童数 人
6

（R4）
0 10 未達成

保育課
②市内小規模保育施
設の施設数

園
3

（R4）
3 3 達成

保育課
①処遇改善等加算の
申請依頼から確認作
業、認定までの期間

月
4

（R4）
3 4 未達成

保育課
②職員の時間外勤務
時間数

時間
337

（R4）
253 602 未達成

保育課
①次年度4月1日入所
申請処理に係る期間

週間
4

（R4）
4 4 達成

保育課
②職員の時間外勤務
時間数

時間
300
(R4)

300 147 達成

保育課 ①待機児童数 人
6

（R4）
0 10 未達成

保育課
②保育士の新規雇用
人数

人
16

(R3)
5 29 達成

19

子ど
も・
子育
て

保育
環境

継続 保育課
保育士雇用環境
改善事業

幼児一人ひとりの特性に応じたきめ細
やかな保育の実施に、基準以上の保育
士を配置している施設の労働環境の改
善を促すため、保育士雇用に要する経
費の一部を助成します。

地域の子育
てネット

ワーク形成

ＳＴＥＰ１
ネットワー
クの地盤形

成

・補助制度を周知する
とともに労働環境の改
善を図る
・補助金の交付

50,188（千円）
①補助対象の保育士
数

人
0

(R3)
11 16 達成

Ｂ 相当程度
の効果があ
り、今後も
効果が見込
まれること
から継続す
る

基準以上の保育士を配置
している施設の労働環境
の改善を図ることができ
た。

なし。
予算を確保して、着実に
事業を実施していく。

20

子ど
も・
子育
て

保育
環境

継続 保育課 病児保育事業

保護者が子育てと仕事の両立が出来る
環境を整備するため、子どもが病気に
より保育所や小学校などに通うことが
出来ない場合に、常勤の看護師と保育
士がいる専用の保育室で、子どもを一
時的に預かります。

地域の子育
てネット

ワーク形成

ＳＴＥＰ１
ネットワー
クの地盤形

成

・病児保育事業を周知
する
・非対面・非接触によ
る
　利用申請の推進

17,065（千円）
①病児保育室の開所
日数

日
243
(R2)

243 243 達成

Ｂ 相当程度
の効果があ
り、今後も
効果が見込
まれること
から継続す
る

病気の子どもを預かるこ
とで保護者が子育てと仕
事の両立が出来る環境を
整備した。

利用者の利便性を向上す
る必要がある。

令和６年度に病児保育支
援システムを導入し、ス
マホなどから、利用登録
や利用申し込みができる
ようにしていく。

21

子ど
も・
子育
て

保育
環境

継続 保育課
保育士奨学金返
済補助事業

保育士人材の確保、定着及び離職防止
を図るため、奨学金を利用して保育士
の資格を取得し、市内保育施設に就職
した方に対し、奨学金の返済費用の一
部を助成します。

地域の子育
てネット

ワーク形成

ＳＴＥＰ１
ネットワー
クの地盤形

成

・補助制度の周知
・補助金の交付

1,600（千円）
①補助制度を利用し
て新規に雇用された
保育士数

人
3

(R3)
6 6 達成

Ｂ 相当程度
の効果があ
り、今後も
効果が見込
まれること
から継続す
る

保育士人材の確保、定着
及び離職防止を図ること
ができた。

なし。
予算を確保して、着実に
事業を実施していく。

22

子ど
も・
子育
て

保育
環境

新規 保育課 待機児童の解消
国からの給付費の単価減少分を補てん
する補助を実施し、既存保育所等の定
員等の拡大を促進します。

地域の子育
てネット

ワーク形成

ＳＴＥＰ１
ネットワー
クの地盤形

成

・定員増加数：10人 37,174（千円） ①待機児童数 人
15

(R3)
0 10 未達成

Ｂ 相当程度
の効果があ
り、今後も
効果が見込
まれること
から継続す
る

令和５年度は新たに定員
を増やした保育所は無
かったが、すでに実施し
てる3園に対して補助を
実施している。

保育士の確保数は増加し
ているが、気になる子な
ど配慮を要する園児への
保育を担っており、既存
保育所の定員増や弾力化
枠の十分な活用に至って
いない。

保育士の雇用を促進する
とともに、離職防止を図
ることで既存保育所の定
員増を図る。

23

子ど
も・
子育
て

青少
年健
全育
成

新規
こども
未来課

ドリームプレイ
ウッズ利活用促
進事業

自然の中で自主性・創造性を育める施
設であるドリームプレイウッズを恒久
的な施設として有効活用するため、市
が用地を購入し、出入口の整備や外構
工事等の安全対策を講じ、社会教育施
設として冒険遊び場に位置付け、子ど
もたちの新たな居場所及び多世代が交
流する場所にします。

地域の子育
てネット

ワーク形成

ＳＴＥＰ１
ネットワー
クの地盤形

成

・用地取得
・施設再整備に向けた
工事内容設計の実施

52,619（千円） ①事業進捗度 ％ ―
用地取得

工事内容設
計

用地取得
工事内容設

計
達成

Ｂ 相当程度
の効果があ
り、今後も
効果が見込
まれること
から継続す
る

令和６年度再整備工事に
向けた設計委託、及び用
地取得を完了した。
また、リニューアル後の
指定管理者制度に関する
調整を進めた。

令和７年４月のリニュー
アルへ本体整備のほか、
管理棟設置に向けた調整
が必要である。
また、指定管理者制度導
入では、指定管理者選定
委員会での審議が必要。

令和６年度では、再整備
工事を実施しつつ、管理
棟設置に向けた調整及び
工事も実施する。
併せて、指定管理者の指
定手続きも行う。

保育
環境

継続
保育士確保対策
事業

待機児童の解消に向けて保育士の雇用
促進を図るため、保育士雇用に要する
経費の一部を助成します。

Ｂ 相当程度
の効果があ
り、今後も
効果が見込
まれること
から継続す
る

2,200（千円）

・補助制度を周知する
とともに保育士雇用を
促す
・補助金の交付

5,400（千円）
地域の子育
てネット

ワーク形成

ＳＴＥＰ１
ネットワー
クの地盤形

成

市内各園の給付費に係る
状況が見える化され、詳
細な情報を市と共有でき
る状況となり、今後運用
に慣れていくことで事務
に係る時間外の削減等が
見込まれる。

市と各園がシステムに慣
れておらず、業務に係る
時間を削減できていない
ため、マニュアルを整備
する必要がある。

システムを有効に活用す
るためのマニュアル整備
に取り組む。

書類の作成や納付書の送付、口座情報
の管理などにおける事務処理の円滑化
により、職員の負担軽減を図るため、
市内放課後児童クラブの利用者及びそ
の家族に関する情報の管理や、利用希
望者の判定事務を行うシステムを導入
します。

地域の子育
てネット

ワーク形成

ＳＴＥＰ１
ネットワー
クの地盤形

成

子ど
も・
子育
て

・保育施設への説明
・運用開始

地域の子育
てネット

ワーク形成

15

子ど
も・
子育
て

保育
環境

新規

ＳＴＥＰ１
ネットワー
クの地盤形

成

16

新たに導入したシステム
を正しく活用するため、
マニュアルを整備する必
要がある。

システムを有効に活用す
るためのマニュアル整備
に取り組む。

・システムの設計、導
入
・本稼働、システムに
よる事務処理

3,828（千円）

Ｂ 相当程度
の効果があ
り、今後も
効果が見込
まれること
から継続す
る

保育システムサーバーの
リース満了に併せて令和
６年３月に導入し、従来
の複数のエクセルで管理
する体制ではなく、本シ
ステムによる一元管理が
可能となったことで、時
間外の削減が見込まれ
る。

17

子ど
も・
子育
て

保育
環境

新規
放課後児童クラ
ブ管理システム
導入事業

18

新規
保育
環境

9,147（千円）

Ｂ 相当程度
の効果があ
り、今後も
効果が見込
まれること
から継続す
る

令和5年度は市内3園の小
規模保育施設に交付し、
安定運営と保育の質の確
保につながっている。

なし

小規模保育施設の安定運
営と質の確保を図るた
め、引き続き補助事業を
実施する。

保育士数が増加したもの
の、定員増や弾力化枠の
十分な活用に至らず、待
機児童を０にすることが
できていない。

引き続き、保育士の雇用
促進を図る。

Ｂ 相当程度
の効果があ
り、今後も
効果が見込
まれること
から継続す
る

新規採用の保育士数が目
標値を大きく上回り、保
育士の雇用促進につな
がった。

・補助制度の周知
・補助金を交付し、安
定した施設運営を図る

子ど
も・
子育
て

保育所に対する給付費等管理業務の効
率化による職員の負担軽減及び保育士
が子どもと向き合う時間を確保するた
め、施設型給付費や処遇改善等加算の
申請をシステム化し、膨大な情報を一
元管理します。

保育所給付費等
管理システム導
入事業

小規模保育施設
運営費補助金

市内小規模保育施設における安定した
運営を継続させ、待機児童解消の促進
と質の高い保育の実現を図るため、保
育の実施に係る経費や保育士確保に係
る経費などに対して民間保育所と同様
の運営費の補助を行います。

地域の子育
てネット

ワーク形成

ＳＴＥＰ１
ネットワー
クの地盤形

成



令和５年度実施計画効果検証シート（戦略プロジェクトに紐づく事業）

1 2 3 4 5 6 7 9 10 11 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

番
号
政策 施策

事業状
況（R5
年度時
点）

所属 事業名 概要
取り組み
の方向１

R5事業内容
決算額
（R5）

KPI①・② 単位 基準値
目標値
①・②
(R5)

実績値
（R5）

達成状況
（R5）

評価
実施による効果・成

果
実施による課題 次年度の取組方針 備考

育てる1　笑顔あふれる親子が育つまちプロジェクト

戦略PJ取り組みの
展開１

24

子ど
も・
子育
て

子育
て支
援

新規
こども
未来課

非認知能力向上
促進事業（心と
身体を癒すリラ
クゼーション講
座）

子の非認知能力向上や虐待予防を図る
ため、子育てに不安を抱えていたり、
子育てが苦手で支援が必要な未就学の
子を持つ親を対象に、感情のコント
ロールや自己肯定感等を高める『心と
身体を癒すマインドフルネス講座（リ
ラクゼーション）』を実施すること
で、子どもの情緒が安定し健全な成長
ができる環境を形成します。

非認知能力
の向上支援

ＳＴＥＰ１
取り組みの
普及

・支援が必要な親へ個
別に声掛け
・心と身体を癒すマイ
ンドフルネス講座の実
施

460（千円） ①講座の参加者 人 ― 10 4 未達成

Ｃ 効果は
あったが、
方法や規模
を見直しな
がら継続す
る

受講者は精神的安定性を
維持するための方法を学
び、受講前と受講後では
表情の変化や、子育てに
対する気持ちに変化が見
られ、子どもの情緒の安
定につなげることができ
た。

公募はせず、健康づくり
推進課で声かけをする
が、参加までにはつなが
らない方が多いため、募
集方法を検討する必要が
ある。

引き続き、健康づくり推
進課に協力を得ながら支
援センターでも気になる
保護者に声をかけ参加を
促すとともに、ストレス
フルな現代社会では精神
的に不安定な保護者も増
えていくであろうことか
ら、子どもの情緒的安定
を図るための取り組みを
継続実施する。

こども
未来課

①コミュニケーショ
ン力講座の参加者

人
14

(R2)
40 23 未達成

こども
未来課

②非認知能力向上に
向けたコミュニケー
ションの家庭での実
践率

％
100

（R4）
100 100 達成

12（48％）

13（52％）

2,000（千円）
非認知能力
の向上支援

ＳＴＥＰ１
取り組みの

普及

・非認知能力向上に向
けた小冊子の作成
・１歳６か月児健診で
の小冊子配布
・コミュニケーション
力講座
・コミュニケーション
力伝道師による伝授活
動

25

引き続き、講座の周知を
図るとともに、１人でも
多くの方に参加してもら
うことで、受講者の増や
し、伝道活動へとつなげ
ていく。

非認知能力向上

コミュニケーション力向上と非認知能
力の周知を図るため、コミュニケー
ション力講座の開催に加え、非認知能
力に関する小冊子を作成し、１歳６か
月児健診、３歳６か月児健診時に配布
します。

Ｂ 相当程度
の効果があ
り、今後も
効果が見込
まれること
から継続す
る

リーフレットを活用し、
大切な時期に年齢に合わ
せた周知を行うことがで
きた。
受講した方による伝道活
動を行ってもらうこと
で、次の受講者が講座に
対する期待が持てるよう
になった。

子ど
も・
子育
て

子育
て支
援

継続

講座実施に必要な子ども
の保育等により、参加で
きる人数が限られる。ま
た今回申込み人数は多
かったが欠席者が多く、
連続で参加することで効
果があるため、欠席が続
いた場合は次回の講座へ
の参加を促す必要があ
る。

事業数 25

達成事業数（％）

未達成事業数（％）

・取り組みの方向における「地域の子育てネットワーク形成」に紐づく事業の実施により、支援を必要としている子ども、妊産婦、ひとり親家庭の父母に対する精神面、経済面の支援及び子育て世
帯全体に対しての支援のどちらにも取り組めていることから、安心して子育てできる環境整備が進んでおり、「STEP1 ネットワークの基盤形成」は着実に進んでいる。待機児童については、新規保
育士の雇用には成功しているものの、雇用者数増による定員増や弾力化枠の十分な活用に繋がらず、待機児童の解消に至っていないため、引き続き、新規雇用及び職員の定着に繋がる制度の周知に
努め、幅広い保育士の雇用促進（市内だけでなく市外からの確保や潜在保育士の確保等）に取り組むこと。また、保育所給付費等管理システム導入事業については、市内各園の給付費に係る状況が
見える化され、詳細な情報を市と共有できるようになり、「STEP1 ネットワークの基盤形成」の推進に寄与しているが、一方で新規のシステムの対応等により業務時間の削減へ繋がっていないた
め、マニュアル等の整備について検討すること。
・「非認知能力の向上支援」に紐づく事業において、コミュニケーション力講座の開催及び非認知能力に関する小冊子の作成・配布を行うことにより、「生きる力」を身に付けられる子育て環境が
整ってきており、「STEP1 取り組みの普及」を着実に進めている。また、新たに実施した非認知能力向上促進事業については、一定の効果を持つものと見受けられるが、参加者数が4名にとどまっ
ているため、改めて募集方法等について検討すること。
・取り組みの方向「非認知能力の向上支援」については、次の展開となる「STEP2 家庭での取り組みの普及」の実現に向けた事業の方向性についても検討を進めていただきたい。
・全般として、相当程度の効果がある事業を適切に実施できているが、目標値と実績値の乖離が生じ始めているため、当初予定していた周知方法以外の手段を検討する等目標値の達成に向けた検討
をしていただきたい。

育てる１　笑顔あふれる親子が育つまちプロジェクト　企画課二次評価



令和５年度実施計画効果検証シート（戦略プロジェクトに紐づく事業）

1 2 3 4 5 6 7 9 10 12 13 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

番
号
政
策

施
策

事業
状況
（R5
年度
時
点）

所属 事業名 概要
取り組み
の方向１

取り組み
の方向２

R5事業内容
決算額
（R5）

KPI①・② 単位 基準値
目標値
①・②
(R5)

実績値
（R5）

達成状況
（R5）

評価
実施による効果・成

果
実施による課題 次年度の取組方針

1

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

多文
化共
生

継続
市民活
動推進

課

外国人市民のための
一元的情報提供・相
談窓口の設置

言葉の壁による情報格差を解消し、外
国人市民の生活の自立支援を行うた
め、一元的な情報提供・相談窓口を設
置します。

外国人市民
への行政

サービスの
充実

ＳＴＥＰ１
行政サービ
ス体制の拡

充

多文化共生
の促進

ＳＴＥＰ１
意識啓発

・行政通訳員の配置
・テレビ通訳・機械翻
訳システムの配備
・外国人市民専用ダイ
ヤルの設置
・行政情報の多言語化
・多文化共生に関する
情報提供・相談支援

3,975（千円）

①一元的窓口の利用に
より必要な情報や支援
を得ることができた外
国人市民数（年間）

件

53（R2行
政通訳員
通訳実
績）

120 391 達成

Ａ 大きな効
果があり、
今後も更な
る効果が見
込めること
から拡充す
る

窓口と電話で常時対応で
きる通訳サービスを整備
したことで通訳及び相談
件数が大幅に増え,また
迅速な支援ができた。

市役所に常設の通訳サー
ビスがあることをより多
くの外国人市民に周知す
る必要がある。

広報やホームページ、あ
やせトゥデイなどでより
多くの外国人市民に周知
するとともに、連携機関
を増やし相談機能を強化
していく。

市民活
動推進

課

①多文化親子交流事業
の開催回数

回 ― 2 2 達成

市民活
動推進

課

②多文化親子交流事業
の参加者数

組 ― 10 412 達成

3

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

多文
化共
生

継続
市民活
動推進

課
日本語等の学習支援

外国人市民が地域コミュニティの一員
として自立し、共に安心・快適に暮ら
していくため、生活に最低限必要な日
本語や日本社会に関する学習及び日本
人市民との交流の場である市民ボラン
ティアによる日本語教室の運営を支援
します。

多文化共生
の促進

ＳＴＥＰ２
活動の展開

支援

・各教室への開催経費
の補助
・教室の会場確保（公
共施設に限る）
・教材の提供
・講師人材確保支援
（養成研修の開催等）
・教室同士の連携促進

825（千円）
①日本語教室に参加す
る学習者数（延べ人
数）

人
1,785
（R2）

1,965 4,378 達成

Ａ 大きな効
果があり、
今後も更な
る効果が見
込めること
から拡充す
る

コロナの収束と共に日本
語を学習する外国人市民
が増え、共生の促進が図
られた。また、講座を行
うことでサポーターの疑
問解消とスキルアップが
図れた。

日本語教室の講師が不足
している教室がある。

開催場所の確保や財政支
援に加え、講師募集・サ
ポーターのスキルアップ
など教室の運営継続のた
めの支援をしていく。

4

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

多文
化共
生

継続
市民活
動推進

課

あやせ国際フェス
ティバル

市内に居住する外国人市民と日本人市
民との文化・生活習慣などの相互理解
及び交流促進のため、あやせ国際フェ
スティバルを開催します。

多文化共生
の促進

ＳＴＥＰ２
活動の展開

支援

・事務局としてフェス
ティバルの運営
・実施費用の補助

57（千円）

①フェスティバル参加
により、交流を図るこ
とのできた外国人市民
数

人 800（H30) 900 2,000 達成

Ａ 大きな効
果があり、
今後も更な
る効果が見
込めること
から拡充す
る

ワークショップの増加や
コンサートの開催によっ
て飲食だけでなく、多文
化交流を行うことができ
た。

日本人市民だけでなく、
当事者の外国人市民の集
客を図る必要がある。

集客力のある企画や外国
人市民の参加等で多文化
共生に関心の薄い層の集
客を図っていく。

5

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

多文
化共
生

継続
市民活
動推進

課

あやせウェルカム
パックの配付

外国人市民と日本人市民が地域の一員
として共に安心・快適に暮らせる環境
を整えていくため、日本や綾瀬市での
生活ルールや暮らしの情報を多言語に
翻訳した生活ガイドブック「あやせ
ウェルカムパック」を配付します。

多文化共生
の促進

ＳＴＥＰ１
意識啓発

・転入や市内転居時の
手続きで来庁する外国
人市民（約６００世
帯）に対し、多言語版
生活ガイドブックを配
付

0（千円）
①多言語版生活ガイド
ブック配付数（年間）

世帯 300(R4) 600 600 達成

Ｂ 相当程度
の効果があ
り、今後も
効果が見込
まれること
から継続す
る

市内の学校や一部店舗へ
の配布・配架だけでな
く、市民課での転入・転
居者への配布も行い、広
く周知を図ることができ
た。

既に市内に住んでいる外
国人市民へ周知及び配布
する手段を検討する必要
がある。

広報やホームページ、あ
やせトゥデイなど本冊子
を必要とする外国人市民
や支援者に周知を図る。

5(100%)

0(0%)

育てる２　外国人市民が活躍する多文化共生のまちづくりプロジェクト　企画課二次評価

事業数 5

達成事業数（％）

・取り組みの方向「外国人市民への行政サービスの充実」については、外国人に配慮した情報
発信や窓口対応の仕組みづくりがなされており、「STEP1 行政サービス体制の拡充」は順調に
進んでいる。外国人市民に配慮できる職員育成に向けた対応強化に取り組んでいただきたい。
・多言語の生活ガイドブック配布により、取り組みの方向「多文化共生の促進」の「STEP1 意
識啓発」がなされている。また、日本語教室の運営や、あやせ国際フェスティバルの開催、令
和5年度は、新たに市内に暮らす外国人と日本人の多文化親子交流事業の実施し、交流の場の
創出や多文化共生活動の展開ができており、「STEP2 活動の展開支援」は順調に進んでいる。
・取り組みの方向「外国人市民等の活躍の支援」においては、市内に暮らす外国人と日本人の
多文化親子交流事業を開催し、販売やワークショップ展示を通して外国人市民との交流を図る
ことができている。今後は、「STEP2 主体的な参画の促進」の取り組みとして、交流の場とし
て期待される多国籍料理店等に対し経営や多文化共生活動の支援を検討すること。

未達成事業数（％）

188（千円）

Ａ 大きな効
果があり、
今後も更な
る効果が見
込めること
から拡充す
る

子ども向けにイベントを
行うことにより、無関心
層も含めイベントに参加
促進を図ることができ、
販売やワークショップ展
示を通して外国人市民と
の交流を図ることができ
た。

単発企画であるフェス
ティバルをきっかけに定
期的にワークショップ
（料理教室等）やミニイ
ベントを行い、より交流
を図れる場の提供を行う
ことで頻繁な交流ない
し、地域に溶け込む交流
づくりを行う必要があ
る。

今回の成功例をブラッ
シュアップしながら身近
な地域交流に向けてイベ
ントを行っていく。

外国人市民
等の活躍の

支援

育てる2　外国人市民が活躍する多文化共生のまちづくりプロジェクト

外国人市民が活躍する多文化共生のま
ちづくりを実現するため、市内に暮ら
す外国人と日本人の親子交流事業を実
施し、外国人市民の中でも特に孤立し
がちな母親とその子ども達が地域とつ
ながることを支援するとともに、外国
人市民自らが多文化子育てサークルを
立ち上げ、共生社会を支える担い手と
なることを目指します。

多文化共生
の促進

ＳＴＥＰ１
意識啓発

2

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

多文
化共
生

新規
親子交流による多文
化共生の推進

ＳＴＥＰ１
地域参加の

促進

・市内に暮らす外国人
と日本人の多文化親子
交流事業の実施

戦略PJ取
り組みの
展開１

戦略PJ取
り組みの
展開２



令和５年度実施計画効果検証シート（戦略プロジェクトに紐づく事業）

1 2 3 4 5 6 7 9 10 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

番
号

政
策

施
策

事業状
況（R5
年度時
点）

所属 事業名 概要
取り組み
の方向１

R5事業内容
決算額
（R5）

KPI①・② 単位 基準値
目標値
①・②
(R5)

実績値
（R5）

達成状況
（R5）

評価
実施による効果・成

果
実施による課題 次年度の取組方針

1
生涯
学習

生涯
学習

継続
生涯学
習課

地域学校協働活動推
進員の配置

地域全体で子どもたちの学びや成長を
支え、学校を核とした地域づくりを図
るため、地域学校協働活動の推進に向
け、各小中学校に地域学校協働活動推
進員を配置します。

多様な市民
活動の仕組
みづくり

ＳＴＥＰ１
仕組みの構

築

・学校運営協議会への参
加
・地域学校協働活動の推
進に向けた活動の実施

505（千円）
①地域学校協働活動推
進員の人材育成（講座
の開催回数）

回 3（R4） 4 4 達成

Ｂ 相当程度
の効果があ
り、今後も
効果が見込
まれること
から継続す
る

講座（情報交換会）の開
催に加え、地域学校協働
活動事業実績報告書
（コーディネートレポー
ト）の様式を作成するな
ど、見える化を図った。
推進員がコーディネート
した事業について全推進
員及び小・中学校に共有
されるとともに、推進員
の活動推進のためのフォ
ローアップを行ったとこ
ろ、昨年度に比べ活動実
績が増加した。

令和５年度は、地域学校
協働活動推進員の活動実
績が令和４年度より増え
たものの、更なる活動の
促進に向け、引き続き、
講習会及び情報交換会の
実施により各地域の活動
内容を共有することがで
きる場の提供を行う必要
がある。

引き続き、講習会及び情
報交換会の実施により各
地域の活動内容を共有す
ることができる場の提供
を行う。また、新たに地
域学校協働活動推進員に
県主催の研修会への参加
を促し他市の地域学校協
働活動事例を知る機会と
してもらう。

市民活
動推進

課

①アカウント開設地域
数（自治会、区、組単
位）

地域 ― 5 1 未達成

市民活
動推進

課
②アカウント登録者数 人 ― 100 12 未達成

3

コ
ミュ
ニ

ティ

コ
ミュ
ニ

ティ
づく
り

継続
市民活
動推進

課
あやせ大納涼祭

市民の郷土意識を高め、郷土愛を深め
るとともに、市民交流・地域交流によ
り、心のかよい合う人間性豊かな地域
社会づくりを目指すため、「夏の思い
出、ふれあいの夕べ」をテーマとし
て、あやせ大納涼祭を開催します。

多様な市民
活動の仕組
みづくり

ＳＴＥＰ１
仕組みの構

築

・補助金の交付
・イベントの準備、開催

11,339（千円） ①来場者数 人
23,000
(R1)

12,000 27,000 達成

Ｂ 相当程度
の効果があ
り、今後も
効果が見込
まれること
から継続す
る

目標よりも多くの参加者
があり、神輿・盆踊り等
を通じて地域への愛着が
醸成された。

会場周辺の状況の変化や
異常気象による暑さ対策
への対応が必要。
また、同日開催していた
花火大会にも注視しなが
ら必要に応じた連携を行
う。

光綾公園多目的フィール
ドを活用した、老若男女
が楽しめるイベントやレ
イアウトを検討する。

4

コ
ミュ
ニ

ティ

コ
ミュ
ニ

ティ
づく
り

継続
市民活
動推進

課

市民活動応援補助金
（きらめき補助金）

市民活動団体の育成及び市民活動の活
性化を図るため、地域社会に有益で公
共性の高い事業を実施する団体に対
し、事業にかかる費用の一部を助成し
ます。

市民活動団
体等の一層
の活性化

ＳＴＥＰ１
活動・立ち
上げ支援

・企画書の募集
・実施団体の選考
・交付団体への補助

302（千円）
①きらめき補助金交付
団体の活動継続率

％ 70（R3） 72 72 達成

Ｂ 相当程度
の効果があ
り、今後も
効果が見込
まれること
から継続す
る

社会的課題に取り組む市
民活動に対しその費用の
一部を助成することで、
市民活動の活性化につな
がった。

応募団体が減少してい
る。

募集期間を伸ばしたとこ
ろR6年度分については6件
の応募があったため（R5
は2件）、今後も市民活動
推進委員会において、審
査方法や募集方法等、今
後の実施方法について検
討する。

市民活
動推進

課
①利用者数 人

4,959
（R2）

8,000 6,122 未達成

市民活
動推進

課
②登録団体数 団体 155(R2) 161 166 達成

6

コ
ミュ
ニ

ティ

コ
ミュ
ニ

ティ
づく
り

継続
市民活
動推進

課
市民協働事業

市民活動を行うものと、市民、事業者
及び市が良きパートナーとして協力し
合う、市民協働事業による真に豊かで
魅力と活力あふれる地域社会の実現に
寄与します。

市民活動団
体等の一層
の活性化

ＳＴＥＰ２
共創の場づ

くり

・市民活動推進委員会の
開催
・市長報告会の実施
・市民協働事業審査委員
会の開催
・市民協働事業研修会

329（千円）
①これまでの協働事業
の実施件数

件 40(R3) 42 45 達成

Ｂ 相当程度
の効果があ
り、今後も
効果が見込
まれること
から継続す
る

市民協働による地域課題
の解決に向けて、4団体
の事業実施を行った。

事業数が少ないこと及び
制度の周知を強化する必
要がある。

引き続き、庁内研修を開
催し、職員の意識の醸成
に努めながら、ニーズ等
を調査しながら、新たな
方法を検討する。

7

コ
ミュ
ニ

ティ

コ
ミュ
ニ

ティ
づく
り

継続
市民活
動推進

課

自治会ホームページ
作成経費に対する補
助事業

新型コロナウイルス感染症等の感染症
拡大時に、会議等の対面での自治会活
動の実施が困難になった場合の対策、
及び自治会独自にホームページ等を作
成するなど新たな情報共有手段を活用
し、回覧板の代用等の負担軽減を図
り、将来にわたり活用していきます。

自治会機能
の強化・充

実

ＳＴＥＰ１
負担の軽減

・開設済の自治会による
効果検証
・未開設自治会への
フィードバック、開設検
討
・新規開設希望自治会へ
の補助

500（千円）

①ホームページへのア
クセス件数（新たな情
報提供手段としての効
果）

件 0(R3) 16,400

6,389
（令和5年9
月～令和6
年2月　※1
自治会の

み）

未達成

Ｂ 相当程度
の効果があ
り、今後も
効果が見込
まれること
から継続す
る

回覧や広報誌、自治会事
業の周知等を掲載するこ
とも可能で、新たな情報
共有ツールとして有効で
あった。
また、過去の資料等も気
軽に確認できるなど、利
便性が向上した。

自治会全体での負担の軽
減は見込まれるが、管理
者の変更など、継続性に
課題が残るため、自治会
内での引継ぎに注視して
いく必要がある。

新たに2自治会が作成を希
望していることから、引
き続き自治会のサポート
を行うとともに、自治会
長連絡協議会において、
新たな情報共有手段の活
用について検討をする。

4（57％）

3（43％）

育てる３　未来を支える地域コミュニティの仕組みづくりプロジェクト　企画課二次評価

事業数 7

達成事業数（％）

・取り組みの方向「自治（会）機能の強化・充実」は、「STEP2 仕組みの見直し」が進めら
れている。引き続き、ホームページやLINEの活用について自治会への情報提供や活用支援に
取り組むこと。また、負担軽減については、自治会の担い手育成や発掘、地域理解の促進を
進めるとともに、役員等の業務量や分担について整理する等、地域の持続性の維持・向上に
繋げること。
・「市民活動団体等の一層の活性化」及び「多様な市民活動の仕組みづくり」については、
引き続き自主財源や人材の確保に向け、新たな支援事業を検討すること。住民主体の自立型
地域社会を再構築するため、自治会等地域が抱える課題と、それに取り組む人・団体のマッ
チングを行う仕組みづくりを進めること。
・取り組みの方向「多様な市民活動の仕組みづくり」については、次の展開となる「STEP2
連携の拡大」の実現に向けた検討を進めていただきたい。

未達成事業数（％）

開設した自治会や他市の
事例（運用方法や有用
性）を自治会長連絡協議
会等を通じて共有し、新
規開設に繋げていけるよ
う、課題の調査・分析を
進める。

・市民活動センターあや
せの管理、運営業務の委
託

7,223（千円）

Ｂ 相当程度
の効果があ
り、今後も
効果が見込
まれること
から継続す
る

登録団体数の増加によ
る、市民活動の充実が図
られた。

新型コロナウイルス感染
症の影響により利用者が
減少した後、増加傾向に
はあるが、コロナ禍以前
の利用者数には届いてい
ない。

セミナー等の開催等、市
民活動団体の市民への周
知を引き続き行ってい
く。

・先進事例の紹介及び
LINE開設方法等の資料及
び情報提供
・アカウント未開設自治
会に対する、翌年度開設
意向ヒアリング

5

コ
ミュ
ニ

ティ

コ
ミュ
ニ

ティ
づく
り

継続
市民活動センターあ
やせ

市民活動・地域活動が活発に行われる
環境を整備し、市民活動団体に対し情
報提供や研修、団体運営の活動相談な
どの支援を行うため、市民活動セン
ターあやせを設置、運営します。

多様な市民
活動の仕組
みづくり

ＳＴＥＰ１
仕組みの構

築

0（千円）

Ｃ 効果は
あったが、
方法や規模
を見直しな
がら継続す
る

外出先で、過去の回覧や
関係資料を確認すること
ができる。回覧板の代替
手段として有効である。

 自治会役員等でのグルー
プＬＩＮＥの活用は多く
されているが、アカウン
トとしての開設は費用が
発生する場合があり、
ハードルがやや高く、容
易に取り組みにくい。
　民間サービス等の利用
の検討も行う必要がる。

育てる3　未来を支える地域コミュニティの仕組みづくりプロジェクト

戦略PJ取
り組みの
展開１

2

コ
ミュ
ニ

ティ

コ
ミュ
ニ

ティ
づく
り

新規
自治会のＬＩＮＥ開
設支援

自治会員に対して容易な情報共有を図
るとともに、将来的には回覧板等の代
替手段として活用し、自治会活動の負
担軽減を推進させるため、講習会等を
実施し、ＬＩＮＥアカウントの新規開
設を促進します。

自治会機能
の強化・充

実

ＳＴＥＰ２
仕組みの見

直し



令和５年度実施計画効果検証シート（戦略プロジェクトに紐づく事業）

1 2 3 4 5 6 7 9 10 12 13 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

番
号

政
策

施
策

事業状
況（R5
年度時
点）

所属 事業名 概要
取り組み
の方向１

取り組み
の方向２

R5事業内容
決算額
（R5）

KPI①・② 単位 基準値
目標値
①・②
(R5)

実績値
（R5）

達成状況
（R5）

評価
実施による効果・成

果
実施による課題 次年度の取組方針

1
都市
環境

公園 拡充
みどり
公園課

光綾公園管理棟太陽
光設備設置工事

市民の憩いの場である光綾公園の老朽
化した施設を改修し、脱炭素の推進を
図るため、管理棟に太陽光発電設備の
設置を行います。

人を引き寄
せる魅力あ
る公園づく

り

ＳＴＥＰ１
光綾公園の
整備・蟹ヶ
谷公園の活

用

・管理棟建設（太陽光
発電設備を含む）

20,669（千円） ①CO₂の削減
kg/CO

₂
1,341 ― ― ―

Ｂ 相当程度
の効果があ
り、今後も
効果が見込
まれること
から継続す
る

太陽光発電設備設置工事
が予定通り完了した。

ローズガーデンのリ
ニューアルオープンが令
和６年から令和７年に変
更となったことに伴い、
管理棟のオープン・太陽
光発電の本格的な利用開
始も７年となった。

ローズガーデンとあわせ
て管理棟の令和７年オー
プンを目指していく。

2
都市
環境

公園 継続
みどり
公園課

光綾公園の特色を生
かした魅力ある公園
づくり

光綾公園の老朽化した施設を改修し、
市の花ばらを主軸とした人を引き寄せ
る魅力ある公園施設の充実を図りま
す。

人を引き寄
せる魅力あ
る公園づく

り

ＳＴＥＰ１
光綾公園の
整備・蟹ヶ
谷公園の活

用

・バラ園及び管理棟整
備工事

447,018（千円）
①光綾公園再整備の進
捗率

―
26.7
(R3)

87.5 87.5 達成

Ｂ 相当程度
の効果があ
り、今後も
効果が見込
まれること
から継続す
る

光綾公園再整備事業の完
成が令和７年度のため現
在での効果・成果の検証
ができない。

労務単価や資材高騰など
による設計変更や関連工
事間の調整など、影響を
最小限に抑える必要があ
る。

令和６年度から令和７年
度にかけて光綾公園の南
側園地を再整備しつつ、
令和７年５月のローズ
ガーデンのリニューアル
オープン、令和７年秋の
全面供用開始を目指して
いく。

みどり
公園課

①移動販売車導入事業
公園数

件 3(R3) 2 1 未達成

みどり
公園課

②移動販売車利用者数 人
3,600
(R3)

2,700 500 未達成

4
行政
経営

シ
ティ
プロ
モー
ショ
ン

新規

秘書広
報課・
公共資
産課・
市民

課・商
業観光
課・み
どり公
園課

ばらで輝くまちあや
せへの取組み

本市の認知度向上と交流人口の増加に
よる地域活性化のため、市の花がばら
であることを市民に再認識してもら
い、市内へ訪れる全ての方が市の花
「ばら」を身近に感じることができ、
光綾公園ローズガーデンのリニューア
ルオープンに代表される「ばらとのつ
ながりで輝くまちあやせ」として誇り
を持てるような施策を展開します。

人を引き寄
せる魅力あ
る公園づく

り

ＳＴＥＰ２
光綾公園・
城山公園の

活用

・光綾公園ローズガー
デンリニューアルをＰ
Ｒする横断幕作成（秘
書広報課）
・市庁舎エントランス
ばら装飾サイン作成、
市庁舎ばら植栽整備設
計（公共資産課）
・ばら商品開発支援事
業への支援（商業観光
課）
・光綾公園ローズガー
デンＰＲ動画等の作成
（みどり公園課）
・ばらをデザインした
ご当地婚姻届の作成
（市民課）

・秘書広報課分
0千円

・公共資産課分
4,345千円

・商業観光課分
1,117千円

・みどり公園課分
327千円

・市民課分
0千円

①ローズガーデンの来
園者数

人 ― ― ― ―

Ｂ 相当程度
の効果があ
り、今後も
効果が見込
まれること
から継続す
る

・公共資産課分
エントランス装飾はばら
の講演会当日に講演会出
席者にも参加してもらい
披露した。作成したデザ
インは、秘書広報課に移
管し、全庁で利用されて
いる。整備設計も終了し
た。
・商業観光課分
７商品が開発、販売され
た。
・みどり公園課分
ローズガーデンのロゴデ
ザインを制作し、決定し
た。
・市民課分
オリジナル婚姻届の届出
件数　50件

・秘書広報課分
ローズガーデンの状況に
より事業実施について影
響を受ける。
・みどり公園課分
ローズガーデンの植栽に
おいて、天候不順の影響
により、生産段階での生
育への悪影響が生じたた
め、ＰＲ動画の制作を１
年見送ることとした。

・秘書広報課分
ローズガーデンオープン
時期を確認し、横断幕の
標語やデザインを決め、
設置を行う。
・公共資産課分
市役所入口交差点付近へ
ばらを植栽するための花
壇等を整備する。
・みどり公園課分
令和７年のオープンに向
け、ＰＲ動画の制作やＳ
ＮＳによる情報発信を行
う。
・市民課分
１年毎に更新する。

1（25％）

1（25％）、2 評価対象外（50％）

課題への対策として、当
該公園を利用する様々な
事業に対し、移動販売車
の導入を検討できるよ
う、導入実績等の情報提
供を行う。

出店事業者に主体的に取
り組んでもらうための理
解や他の市内商業者への
理解を得ることが課題と
なっている。

Ｂ 相当程度
の効果があ
り、今後も
効果が見込
まれること
から継続す
る

「あやせばら会」主催、
「あやせフードトラック
協会」等共催により、移
動販売車を導入したイベ
ント（ローズフェスタ）
を開催した。

0（千円）3
都市
環境

公園 継続
公園内カフェ、キッ
チンカー等の誘致

公園のにぎわいと魅力の創出を図るた
め、公園内のオープンスペースを活用
し、綾瀬スポーツ公園、城山公園、風
車公園において、移動販売車による飲
食販売の検証を行った結果を踏まえ、
綾瀬スポーツ公園、城山公園、光綾公
園において本格導入を行います。導入
に当たっては、行政主体の取組ではな
く、団体などがイベントで当該公園を
利用する際、移動販売車を導入できる
よう仕組みづくりを進めます。

育てる4　特色ある公園活用プロジェクト

育てる４　特色ある公園活用プロジェクト　企画課二次評価

事業数 4

達成事業数（％）

未達成事業数（％）

・ローズガーデンのリニューアルオープンが令和６年から令和７年に変更となったことに伴い、取り組みの方向「人を引き寄せる魅力ある
公園づくり」の「STEP1 光綾公園の整備・蟹ヶ谷公園の活用」については、事業内容や段取りの修正、調整が生じているが、現状、実施で
きる整備等を着実に進めている。
・「STEP2 光綾公園・城山公園の活用」についても、各課がそれぞれの取り組みを進め、市の花「ばら」を身近に感じることができる環境
づくりに取り組んでいる。ばらの生育不良により遅れているＰＲ動画の制作や横断幕作成についても時機を逸することなく取り組むこと。
・また、城山公園においてローズフェスタを開催し、移動販売車を導入したイベントを実施しており、こちらも「STEP2 光綾公園・城山公
園の活用」の取り組みを進めることができている。引き続き、各関係課や外部関係者との調整を行い、移動販売車導入事業公園数及び移動
販売車利用者数の増加に向けて取り組むこと。

戦略PJ取
り組みの
展開１

戦略PJ取
り組みの
展開２

人を引き寄
せる魅力あ
る公園づく

り

ＳＴＥＰ２
光綾公園・
城山公園の

活用

それぞれの
特長を生か
した公園づ

くり

ＳＴＥＰ２
他地区への
整備の展開

・城山公園でのローズ
フェスタ開催（主催：
あやせばらの会）



令和５年度実施計画効果検証シート（戦略プロジェクトに紐づく事業）

1 2 3 4 5 6 7 9 10 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

番
号

政
策

施
策

事業状
況（R5
年度時
点）

所属 事業名 概要
取り組みの
方向１

取り組み
の方向２

R5事業内容
決算額
（R5）

KPI①・② 単位 基準値
目標値
①・②
(R5)

実績値
（R5）

達成状況
（R5）

評価
実施による効果・成

果
実施による課題 次年度の取組方針

生涯学
習課

①石造物調査実施率
（全223ヶ所＋新規の
調査）

％ 223（S6） 80 100 達成

生涯学
習課

②報告書刊行（上下
巻600冊印刷製本）

冊 ― 0 0 達成

生涯学
習課

①目久尻川歴史文化
ゾーン構想推進協議
会への寺社等団体の
参画数

団体 10(R3) 12 12 達成

生涯学
習課

②文化財等説明板の
新規設置個所数

箇所 2(R3) 2 4 達成

生涯学
習課

③自主事業実施団体
数

団体 1(R3) 1 2 達成

2（100％）

0（0％）

育てる５　目久尻川流域の歴史文化形成プロジェクト　企画課二次評価

事業数 2

達成事業数（％）

・取り組みの方向性「地域住民が誇ることのできる郷土づくり」については、石造物調査を行い、地元住民
と将来の市民のための資料を整備したほか、自主事業を実施する団体が1団体増えており、「STEP1 地域にお
ける意識の醸成」が順調に進められている。今後も、地域組織・団体が自主的な活動を継続していけるよ
う、「STEP2 支援体制・仕組みづくり」に繋がる支援を取り組むこと。
・「あやせ目久尻川歴史文化ゾーンの整備・展開」については、目標値を上回る個数の文化財説明板を設置
しており、歴史的資源の価値や魅力が伝わりやすくなるよう整備を進めているほか、引き続き、あやせ目久
尻川歴史文化ゾーン周辺道路に誘導表示の設置を行うことで回遊性の向上に努めており、「STEP1 ハード整
備の検討」「STEP2 ハード整備の実施」の取り組みを進めている。今後は、あやせ目久尻川歴史文化ゾーン
全体におけるハード整備の方向性や魅力ある交流空間の創出に向けた協議を関係各所と連携して進めるこ
と。

未達成事業数（％）

2
地域住民が誇
ることのでき
る郷土づくり

ＳＴＥＰ１
地域のおけ
る意識の醸

成

生涯
学習

文化
財の
保護
活用

継続
目久尻川歴史文化
ゾーン構想の推進

郷土愛の醸成と地域住民が誇ることが
できる郷土づくりを進め、地域の活性
化と交流促進につなげるため、目久尻
川流域の歴史文化や自然あふれる原風
景などの資源を最大限に生かした事業
を展開します。

あやせ目久
尻川歴史文
化ゾーンの
整備・展開

ＳＴＥＰ１
ハード整備

の検討

ＳＴＥＰ２
ハード整備

の実施

綾瀬市史跡ガイドボラン
ティアの会が中心となり開
催した、夏休み！めくじり
歴史めぐり「目久尻川流域
の歴史を知ろう」の参加者
からの意見では、地域の歴
史を知ることができたなど
事業への成果が見られた
が、今後、団体等が中心と
した自主事業ができるかが
課題と考えられる。

Ｂ 相当程度
の効果があ
り、今後も効
果が見込まれ
ることから継
続する

目久尻川流域に説明板や
誘導表示を設置したこと
で、現地で分かりやすく
なった。また、自主事業
を開催したことで、綾瀬
写真協会や高校生が積極
的に事業に参加すること
で、主催団体のみならず
地域住民の意識の向上に
つながった。

　構想の第２段階の事業を
着実に進めるとともに、第
１段階の基盤形成期である
住民自らが目久尻川流域の
歴史文化資源の再認識の事
業を引き続き行っていく必
要がある。

1
生涯
学習

文化
財の
保護
活用

新規 綾瀬の石造物調査

・調査対象、調査方法、
報告書様式の検討
・現地調査と調査結果の
電子データ入力作業

現在使用している石造物の報告書は、
前回調査から30年以上経過した資料で
あり、地元住民と将来の市民のため
に、再度調査を行い新たな報告書を刊
行します。

地域住民が誇
ることのでき
る郷土づくり

ＳＴＥＰ１
地域のおけ
る意識の醸

成

・推進協議会開催（年2
回）
・文化財説明板設置
・目久尻川流域の歴史文
化資源の調査・ＰＲ
・歴史文化ゾーン関連自
主事業の支援

2,225（千円）

158（千円）

育てる5　目久尻川流域の歴史文化形成プロジェクト

綾瀬市域内にある石造物
の調査をほぼ完了した。

石造物調査によって得られ
た莫大のデータを最終的に
どのように保存・活用でき
るかが今後の課題である。

石造物調査の成果として石
造物調査報告書(上・
下)600巻刊行する。また、
調査会は、調査データを
DVDに入れ生涯学習課に提
出する。

Ｂ 相当程度
の効果があ
り、今後も効
果が見込まれ
ることから継
続する

戦略PJ取
り組みの
展開１

戦略PJ取り組みの展
開２



令和５年度実施計画効果検証シート（戦略プロジェクトに紐づく事業）

1 2 3 4 5 6 7 9 10 11 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

番
号

政
策

施
策

事業状
況（R5
年度時
点）

所属 事業名 概要
取り組みの
方向１

R5事業内容
決算額
（R5）

KPI①・② 単位 基準値
目標値①・

②
(R5)

実績値
（R5）

達成状況
（R5）

評価
実施による効果・成

果
実施による課題 次年度の取組方針

1
土地
利用

産業
の拠
点形
成

継続
道の駅
整備推
進室

道の駅の整備

地場農畜産物や加工品の販売促進によ
る地域振興、市の情報発信、道路利用
者へのトイレ、案内所や駐車場等の快
適な交通環境の提供を担う「道の駅」
の整備に引き続き取組みます。

魅力的な道の
駅の整備

ＳＴＥＰ１
整備・仕組
みづくり

建設工事 7,377（千円） ①事業進捗度 ― ―

地歴調査、地
質調査、用地
測量、協議資
料作成、事業
認定図書作

成、不動産鑑
定

地歴調査、
地質調査、
現況測量、
協議資料作

成

達成

Ｂ 相当程度
の効果があ
り、今後も
効果が見込
まれること
から継続す
る

地歴・地質調査により事
業予定地に汚染の恐れ、
埋設物がないことを確認
できた。また、現況測量
により土地の形状や高さ
など状況を把握し、関係
機関との協議や設計に必
要な図面を作成できた。

基本計画公表により、道
の駅整備に向けた方向性
を市民に示せたが、事業
計画が市民に浸透してい
ない。引き続き、市内事
業者はじめ市民とヒアリ
ングを重ねるほか、情報
発信に努める必要があ
る。また、関係機関協議
等に必要な基礎資料の収
集や各法令手続きの内容
を整理する必要がある。

事業予定地の取得に向
け、用地測量を実施し、
各法令に基づく手続きの
流れを整理するほか、交
通協議を行い事業促進を
図る。また、市内事業者
をはじめ市民とワーク
ショップを実施し、利用
者目線に立って必要なコ
ンテンツを検討し、設計
与件を整理する。

1（100％）

0（0％）

戦略PJ取り組みの
展開１

事業数 1

達成事業数（％）

未達成事業数（％）

・地歴、地質調査により事業予定地に汚染の恐れ、埋設物がないことを確認できたほか、基本
計画を公表し、道の駅整備に向けた方向性を市民に示したことにより、取り組みの方向「魅力
的な道の駅の整備」の「STEP1 整備・仕組みづくり」を進められている。引き続き、市内事業
者をはじめとした市民とのヒアリングを重ねるほか、情報発信に努め、各関係者の理解と協力
を得ることに努めること。
・また、取り組みの方向「魅力的な道の駅の整備」の「STEP2 にぎわいの強化」、「道の駅を
拠点とした地域振興の仕組みづくり」の「STEP1 整備・仕組みづくり」を着実に進めるため、
市内事業者をはじめとした市民との協議、意見交換、ワークショップ等を行うとともに、必要
なコンテンツの検討を進めて、にぎわいの強化や地域資源が活用される仕組みづくりに向けた
取り組みを更に推進していただきたい。

稼ぐ１　道の駅から始まる綾瀬市活性化プロジェクト　企画課二次評価



令和５年度実施計画効果検証シート（戦略プロジェクトに紐づく事業）

1 2 3 4 5 6 7 9 10 12 13 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

番
号

政
策

施
策

事業状
況（R5
年度時
点）

所属 事業名 概要
取り組みの
方向１

取り組み
の方向２

R5事業内容
決算額
（R5）

KPI①・② 単位 基準値
目標値
①・②
(R5)

実績値
（R5）

達成状況
（R5）

評価
実施による効果・成

果
実施による課題 次年度の取組方針

工業振
興企業
誘致課

①採用された外国人高
度人材の人数

人 ― 3 2 未達成

工業振
興企業
誘致課

②奨励金交付件数 件 ― 3 2 未達成

工業振
興企業
誘致課

①啓発事業参加企業数 社 ― 10 15 達成

工業振
興企業
誘致課

②奨励金交付件数（新
規申請件数）

件 ― 24 4 未達成

工業振
興企業
誘致課

①モデルケースの創出
数自動化・省人化

社 2(R3) 2 2 達成

工業振
興企業
誘致課

②モデルケースの創出
数デジタル化

社 2(R3) 2 0 未達成

工業振
興企業
誘致課

①登録企業数 社 157（R3） 210 215 達成

工業振
興企業
誘致課

②登録企業への情報発
信件数

件 24（R4） 24 39 達成

工業振
興企業
誘致課

①生産性の向上のため
の改善活動に着手した
企業数

社 2(R2) 2 2 達成

工業振
興企業
誘致課

②社会的価値の向上に
取り組んだ企業数

社 2(R2) 2 0 未達成

工業振
興企業
誘致課

①参加企業の満足度
参加者の社会人として
の成長度合い

％ ― 70 58 未達成

工業振
興企業
誘致課

②参加企業の満足度
次年度以降の参加希望
率

％ ― 70 100 達成

工業振
興企業
誘致課

①企業における技能者
への評価

％ ― 75 75 達成

工業振
興企業
誘致課

①技術的課題の改善に
繋がった参加者の割合

％ ― 75 75 達成

工業振
興企業
誘致課

①一般消費者向け製品
の受注数（月平均）

点 78(R3) 90 135 達成

工業振
興企業
誘致課

②一般消費者向けに開
発した製品数

点 22(R3) 26 39 達成

工業振
興企業
誘致課

①工場見学・体験イベ
ントへの参加企業数

社 24(R3) 28 59 達成

工業振
興企業
誘致課

②来場者満足度 ％ 73(R1) 80 97 達成

戦略PJ取
り組みの
展開１

戦略PJ取
り組みの
展開２

1 工業 工業
振興

新規
外国人高度人材の雇
用支援

市内企業の経営基盤強化と更なるグ
ローバル化に対応するため、高度な技
術や知識をもつ外国人高度人材を雇用
することにより、成長志向を高め、経
営基盤を強化し、果敢に挑戦する市内
企業を積極的に支援します。

技術力の向上
に向けた支援

ＳＴＥＰ１
新たな事業
展開への支

援

2 工業 工業
振興

新規
中小企業脱炭素化促
進奨励金

市内企業（製造業）における脱炭素社
会の実現に向けた取組みを加速化させ
るとともに、再生可能エネルギーを活
用した電力への切替を促進するため、
市内企業を対象に意識醸成セミナーを
開催します。また、企業におけるＣＯ
２排出量削減計画の策定支援を行うと
ともに、再生可能エネルギー電力への
切り替えを行った中小企業・小規模事
業者へ、再エネ率に応じて脱炭素化促
進奨励金を交付します。

技術力の向上
に向けた支援

ＳＴＥＰ３
あやせ工場
の企業力強

化

1,440（千円）

Ｂ 相当程度
の効果があ
り、今後も
効果が見込
まれること
から継続す
る

市内企業における外国人
高度人材の活用を促進
し、経営基盤強化を支援
することができた。

奨励金交付要件の１つと
して雇用始期（R4年4月1
日以降に新規雇用・申請
日時点で1年以上の継続雇
用）を設定したが、この
要件により対象外となる
企業（２年以上前から雇
用）が数件見受けられ
た。

関係機関と連携した事業
展開（外国人材の活用に
関するセミナー・マッチ
ング等）を行う。また、
必要に応じて雇用始期要
件の見直しについて検討
する。

・JETROと連携した啓発
セミナーの開催
・奨励金の交付

セミナーにより市内企業
の環境経営に対する意識
を向上させたほか、脱炭
素化による企業の社会的
価値向上を図ることがで
きた。

原材料・エネルギー価格
高騰や安定供給への不安
を背景に、通常の電力よ
りも高価な傾向にある再
エネ電力への切替に踏み
出せない企業が散見され
た。

環境経営の重要性を啓発
するとともに、再エネ電
力切替に関する不安の解
消に資するセミナーを開
催する。また、「エコア
クション21」取得促進に
関する補助事業（R6新
規）と連携して、更なる
環境経営への意識醸成を
行う。

・セミナー企画開催
・専門家によるＣＯ２
排出量削減計画の策定
支援
・奨励金の交付

事業内容に関わらず、同
一の事業計画書を作成す
るものであるため、事業
内容に計画書がそぐわな
い、または、審査員が審
査しにくいケースがあっ
た。

コースを事業内容によっ
て３つに分類し、それぞ
れ異なる様式を定めるこ
とで左記の課題を改善す
る。

生産性向上や自動化を図
る企業をはじめ、実証実
験や新商品開発に取り組
む企業を支援した。

3 工業 工業
振興

継続
中小企業強靭化補助
金

市内企業が取り組む新たなビジネスモ
デルの構築やデジタル化、生産性向上
などの支援と併せ、社会的価値を高め
「選ばれる企業」を増やすため、ＳＤ
Ｇｓの推進やカーボンニュートラルの
実現に向けた活動に取り組んでいる市
内企業を積極的に支援します。

3,000（千円）

Ｃ 効果は
あったが、
方法や規模
を見直しな
がら継続す
る

・受発注状況の把握、
登録企業間情報の共
有、ものづくりの魅力
発信に向けたコンテン
ツの更新

4 工業 工業
振興

継続
あやせ工場スマート
ナビ運営事業

市内企業の受発注機会の拡大と、「あ
やせ工場プロジェクト」の取り組みに
よるものづくりの魅力を発信するた
め、綾瀬市工業データベースに代わる
新たなポータルサイト「あやせ工場ス
マートナビ」を活用します。

技術力の向上
に向けた支援

・補助金の交付、市内
企業が取り組んだ成功
事例の周知

36,260（千円）

Ｂ 相当程度
の効果があ
り、今後も
効果が見込
まれること
から継続す
る

技術力の向上
に向けた支援

ＳＴＥＰ１
新たな事業
展開への支

援

・中小企業診断士、支
援機関職員、市職員で
市内企業を訪問し経営
診断を実施
・新規、前年度訪問企
業のフォローアップ、
企業のアドバイスニー
ズに応じた継続コンサ
ルティング枠により企
業支援を実施

登録企業へ随時更新の依
頼をし、定量的な記載を
求めるとともに、「市内
小学校向け」のコンテン
ツを実装させ、地域学習
先を通じて、ものづくり
企業と子どもの接点を増
やす。

5 工業 工業
振興

継続
中小企業コンサル
ティング事業

中小企業診断士や支援機関職員が中小
製造企業経営者に経営状況等をヒアリ
ングし、改善提案をするほか、生産性
向上、デジタル化、省人化などの助言
を行うとともに、今後の経済情勢を踏
まえ、企業におけるＳＤＧｓやカーボ
ンニュートラルへの取り組みの必要性
を伝えます。

技術力の向上
に向けた支援

ＳＴＥＰ１
新たな事業
展開への支

援

1,800（千円）

Ｂ 相当程度
の効果があ
り、今後も
効果が見込
まれること
から継続す
る

DM機能の活用により、PV
数及び閲覧ユーザー数の
増加が図られた。

登録企業により使用頻度
や企業ページの情報量に
差がある。

ＳＴＥＰ２
企業間連携

の支援

・合同入社式、合同研
修、フォロー研修を実
施

6 工業
工業
振興

継続
若手技術者ネット
ワーク構築事業

毎年４月に市内企業に入社した新入社
員を一同に集め開催する合同入社式や
社会人としてのマナーなどを学ぶ合同
研修を通じて、同期・仲間意識の醸成
を図ります。

担い手づくり
への支援

ＳＴＥＰ１
育成への支

援

2,937（千円）

Ｂ 相当程度
の効果があ
り、今後も
効果が見込
まれること
から継続す
る

　生産性を高めるための
改善活動への着手や作業
の効率化と数年先を見据
えた人員の適正配置を目
的とした組織体制の検討
に繋がった企業がある。
　また、継続コンサル
ティングを実施したこと
で、次世代経営者の育成
に繋げることができた。

どの企業も現場改善への
取り組みは一定程度意識
が高いが、SDGsなどの社
会的価値の向上に対して
は意識が低く、具体的な
取り組みまで誘導するこ
とが難しい。

専門家による経営診断を
無料で受けられる企業メ
リットをしっかりPRし利
活用を促進させる。
また、伴走型支援として
継続コンサルティングの
内容の拡充など、企業
ニーズにしっかり対応で
きる制度構築を図る。

工業
振興

継続
あやせ工場技能継承
事業（あやせ工匠
塾）

市内企業に多い「溶接」と「板金」に
従事する従業員がそれぞれの技術に長
けた匠から直接、技術的指導を受け、
効率的に技術力を高めることで、技能
と事業双方の継承を図ります。

293（千円）

Ｂ 相当程度
の効果があ
り、今後も
効果が見込
まれること
から継続す
る

参加企業の視察事業やグ
ループワークを中心とし
た研修により、企業の垣
根を越えた仲間意識の醸
成に貢献することができ
た。

当事業の目的は、企業の
垣根を越えた同期・仲間
意識の醸成であるが、派
遣企業からは、高度な研
修の実施を求める声もあ
り、当事業の意義を再検
討する必要がある。

入社式を、より新入社員
にスポットが当たる内容
にリニューアルするとと
もに、宿泊研修やグルー
プワーク、ミニ四駆研修
をとおして仲間意識の醸
成を図るとともに、社会
人として必要な知識の習
得を図る。

溶接は課題はないが、精
密板金については、機械
加工や扱う鋼材などによ
り、課題が異なるため、
講師が事前に参加者の作
業場を確認し、プログラ
ムを企画する手順に改善
したので、この手順で実
施し、参加者の満足度が
高まる事業にしていきた
い。

溶接・板金ともに、こち
らから教えるだけの一方
通行ではなく、日々従事
する仕事を振り返り、課
題を見つけ、それを卓越
技能者よりアドバイスし
てもらうことで、技能者
として成長できるような
事業にしていく。

8 工業
工業
振興

継続
あやせブランド新商
品開発支援事業

市内企業の技術力や扱う素材を活か
し、デザインも取り入れ、調理器具や
生活雑貨などの一般消費者向けの製品
を開発することで、下請けから脱却す
るとともに、ものづくりの魅力を広く
発信します。

「ものづくり
のまち綾瀬」
のブランド化

促進

・「溶接」「板金」技
能を学ぶ工匠塾を開催

264（千円）

Ｂ 相当程度
の効果があ
り、今後も
効果が見込
まれること
から継続す
る

精密板金では、事前に講
師による参加者企業の視
察を行うことにより受講
内容の充実を図ることが
できた。企業間で受発注
のやり取りがあり、企業
の垣根を超えた繋がりを
構築することができた。
日程を変更したことで工
匠塾から技能五輪への流
れを作ることができ、受
講者の技術力の向上に繋
げた。

担い手づくり
への支援

ＳＴＥＰ２
活躍への支

援
7 工業

道の駅の設置を見据え、
農商工連携による製品・
サービス開発の準備に着
手する。
研究会の新規加入候補者
で組織する「（仮称）あ
やせものづくりラボ」の
設立を支援し、研究会活
動の裾野を広げる。

市内に販売拠点がなく、
またブランド価格のた
め、市民がより身近に感
じられるような工夫が必
要。
研究会活動で得た成果
（BtoC製品開発のノウハ
ウ等）を研究会外にも広
く展開することが必要。

ＳＴＥＰ１
展開の強化

・市内企業で組織され
た一般消費者向け製品
を開発する団体を支援

9 工業
工業
振興

継続
あやせ工場オープン
ファクトリー補助金

一般の方を対象に市内企業で組織され
た団体等が実施する工場見学や体験等
の事業を支援することで、ものづくり
への理解を深める機会を創出します。

「ものづくり
のまち綾瀬」
のブランド化

促進

ＳＴＥＰ１
展開の強化

稼ぐ2　あやせ工場プロジェクト

2,000（千円）

Ｂ 相当程度
の効果があ
り、今後も
効果が見込
まれること
から継続す
る

「ものづくりのまち」の
魅力を広く発信すること
ができた。また、工場と
教育のつながりを創出
し、将来の担い手育成に
寄与したほか、業種や工
業団地の枠を超えた企業
間の交流が創出され、市
内産業の活性化につな
がった。

一部企業に運営負担が偏
るエリアがあり、持続可
能な取組の支障となって
いる。また、多忙な企業
経営者組織であるため、
会議の開催回数が限られ
ており、方針決定や情報
共有等が十分に図られて
いないケースがあった。

引き続き、運営補助事業
を行うとともに、市がエ
リア間の橋渡し役とな
り、イベントの企画・運
営ノウハウの整理・共
有・継承支援をしてい
く。また、より多くの小
学生等に来てもらえるよ
う教育委員会と連携を図
る。

技術力の向
上に向けた

支援

ＳＴＥＰ２
企業間連携

の支援

・綾瀬工業団地内の企
業のほか、市内の他団
体の企業が出展ブース
を設け参加する工場見
学、体験イベントを支
援

4,000（千円）

Ｂ 相当程度
の効果があ
り、今後も
効果が見込
まれること
から継続す
る

市内だけでなく、海外展
示会を含む市外でのイベ
ント出展や商品販売を通
じて、「ものづくりのま
ち　あやせ」のPRを広く
行うことができた。



令和５年度実施計画効果検証シート（戦略プロジェクトに紐づく事業）

4（44％）

5（56％）

稼ぐ２　あやせ工場プロジェクト　企画課二次評価

事業数 9

達成事業数（％）

・取り組みの展開「技術力の向上に向けた支援」はKPI未達成の事業があるものの「STEP1 新た
な事業展開への支援」から「STEP3 あやせ工場の企業力強化」まで取り組みが順調に進んでい
る。引き続き、環境経営や社会的価値の向上に関する意識啓発を実施し、更なる企業力の強化
を図ること。
・「『モノづくりのまち綾瀬』のブランド化促進」は、一般消費者向け商品の開発・販売、あ
やせ工場オープンファクトリーの開催を通して一般消費者に向けたPRが順調に行われている。
引き続き、市外へのPRを進めるとともに、学校への情報発信や連携を通して地域での知名度向
上や愛着・誇りの醸成を図るなど、「STEP2 ブランドの普及・定着」の取り組みを進めていた
だきたい。
・「担い手づくりへの支援」については、技術者の能力向上のため事業手法を検討するなどし
て「STEP2 活躍への支援」の取り組みを順調に進めている。引き続き、参加企業の意見も汲み
ながら担い手への支援に取り組むこと。

未達成事業数（％）



令和５年度実施計画効果検証シート（戦略プロジェクトに紐づく事業）

1 2 3 4 5 6 7 9 10 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

番
号

政
策

施
策

事業状
況（R5
年度時
点）

所属 事業名 概要
取り組みの
方向１

R5事業内容
決算額
（R5）

KPI①・② 単位 基準値
目標値
①・②
(R5)

実績値
（R5）

達成状況
（R5）

評価
実施による効果・成

果
実施による課題 次年度の取組方針

1 農業
農業
振興

拡充
農業振
興課

認定農業者支援事業

地域農業の維持や生産性向上による
「稼ぐ農業」を推進するため、市が認
定した「農業経営改善計画」の達成に
必要となる農業機械又は農業用施設の
導入、改修を行う農業者（職業として
農業に取組んでいる農業者や農業法
人）に対し、費用の一部を助成しま
す。

稼ぐ農業の推
進

ＳＴＥＰ３
稼ぐ農業体
制の構築

・認定農業者へのＰＲ 1,612（千円） ①認定農業者数 人 34（R4） 36 34 未達成

Ｂ 相当程度
の効果があ
り、今後も
効果が見込
まれること
から継続す
る

認定農業者（職業として
農業に取組んでいる農業
者や農業法人）に対し費
用の一部を助成したこと
により、機械化の導入に
よるメリット等認定農業
者に対する関心が高まっ
た。

物価高騰のため経営が苦
しく、認定農業者への関
心は高まっているが認定
農業者への条件を満たせ
ない経営農家が多い。

認定農業者ではないが、
将来的に農地を集約でき
る農家に対し、制度周知
やそれに伴うメリットを
周知し、認定農業者の増
加を目指す。

農業振
興課

①飼料用米の収穫量 kg
1,772
（R4）

3,748 4,890 達成

農業振
興課

②水田の作付面積 ha 11（R4） 11 10 未達成

3 農業
農業
振興

継続
農業振
興課

農産物利活用促進事
業

処分していた規格外農産物の利活用を
促進し、農業者所得及び綾瀬産農産物
の知名度向上と、民間事業者と連携し
た加工品として特産品の開発につなげ
るため、出荷にかかる新たな労力に対
する農業者団体が要する費用の一部を
助成します。

稼ぐ農業の推
進

ＳＴＥＰ１
仕組みづく

り

・補助金の交付
・廃棄農産物の利活用
・綾瀬産農産物の販路
拡大と知名度アップ
ただし、市場出荷額及
び規格外品の出荷量等
に応じ補助金額は増減
する。

10（千円）
①規格外農産物の利活
用を行う農業者団体数

団体 2（R4） 2 2 達成

Ｂ 相当程度
の効果があ
り、今後も
効果が見込
まれること
から継続す
る

規格外のニンジンを安価
で販売し、ケーキやパン
等新商品を販売までつな
げることができた。

規格外品の量が見込めな
いことや、新商品があり
きたりなものとなったた
め、将来的に販売につな
がる商品開発が必要。

多種の野菜の活用や利活
用野菜の販売先の拡大

4 農業
農業
振興

継続
農業振
興課

新規就農者の育成を
支援するサポーター
農家への支援

深刻化する農業の担い手不足の解消と
本市への就農に対する魅力向上を図る
ため、サポーター農家制度を構築し、
担い手を確保するための支援に要する
費用、1人当たり５０千円を助成しま
す。

農業への新規
参入の支援

ＳＴＥＰ２
営農活動の
持続に向け

た支援

・費用の助成
　補助対象者：サポー
ター農家
　補助要件：年間を通
した就農前研修、就農
後支援の実施
　補助金額：2人×50千
円

50（千円）
①本市への新規就農者
数

人 1(R3) 1 1 達成

Ｂ 相当程度
の効果があ
り、今後も
効果が見込
まれること
から継続す
る

新規就農者への支援とし
て地元農業者が１名指導
を行って頂いており、農
業技術の向上等成果を出
している。

新規就農者の確保が困
難、サポーター農家も自
身の農作業時間の合間を
縫って指導を行っている
のでなり手を探すことが
困難。

支援費用の見直し、サ
ポーター農家確保のため
のＰＲ等

農業振
興課

①援農ボランティア受
講者数

人 3（R3） 3 4 達成

農業振
興課

②援農ボランティア派
遣者数

人 400(R3) 450 330 未達成

6 農業
農地
保全

継続
農業委
員会事
務局

利用集積の拡大事業

農地の計画的な土地利用を推進するた
め、農作業や農地の管理を任せたいと
いう農地所有者と農地を借りて経営規
模を拡大したいという農業者の増加を
図り、利用集積を拡大します。

農業への新規
参入の支援

ＳＴＥＰ１
サポート体
制の整備

・新たな耕作候補者を
検討し対応
・遊休農地地権者に意
向確認を実施

900（千円） ①利用集積数 件 84(R3) 96 98 達成

Ｂ 相当程度
の効果があ
り、今後も
効果が見込
まれること
から継続す
る

経営規模の拡大を希望す
る担い手へ農地を集約す
るなど計画的な土地利用
を推進し利用集積の拡大
を図った。また、農地の
利用集積の推進により耕
作放棄地等の発生防止や
解消に繋がった。

農業者の高齢化による遊
休農地の増加が懸念され
るため、農業の担い手を
増やし継続的な農地利用
を図ること。

地域計画の策定に伴う10
年後の目標地図の作成を
行うため、農業委員、農
業者、県等と連携し計画
的な土地利用の推進及び
利用集積の拡大を図りま
す。

3（50％）

3（50％）

稼ぐ3　あやせ農場プロジェクト

稼ぐ３　あやせ農場プロジェクト　企画課二次評価

飼料用米の品種に初めて
取り組む水稲農家が多
かったため、主食用米と
の栽培方法の違いにより
収穫量に差があった。

令和５年度の栽培におけ
る好事例の横展開を行
い、水稲農家間の情報提
供等による各農家の収穫
量増加を目指す。

・新規に飼料用米を耕
作する水稲農家の確保
・利用集積による飼料
用米耕作面積の増加

Ｂ 相当程度
の効果があ
り、今後も
効果が見込
まれること
から継続す
る

令和５年産の飼料用米収
穫量は4,890kgと計画
3,748kgを大きく上回
り、畜産農家及び水稲農
家の経営基盤強化につな
げることができた。ま
た、水田復元事業を活用
し約1,300㎡の遊休地を
復元し、休耕地の削減に
も効果があった。

稼ぐ農業の推
進

2,023（千円）

125（千円）・養成講座の開催

2 農業
農業
振興

新規 耕畜連携推進事業

5 継続

農家の労働力不足の
解消を目的とした援
農ボランティア養成
事業

農業
農業
振興

農家の労働力不足の解消を図るため、
援農ボランティアが活動するために必
要な基礎知識を習得する、養成講座を
開催します。

稼ぐ農業の推
進

ＳＴＥＰ１
仕組みづく

り

6件の農家から派遣要請
があり、農繁期に野菜の
定植や摘果、稲刈等の作
業を行うことで農家の労
働力不足解消につながっ
た。

援農ボランティア制度に
ついて農家へ周知を徹底
する。

派遣要請は近年横ばいで
あり、利用する農家が固
定化している。またコロ
ナウイルス感染症の蔓延
により農家と援農ボラン
ティアとの繋がりが無く
なったため派遣者数が減
少となった。

Ｃ 効果は
あったが、
方法や規模
を見直しな
がら継続す
る

戦略PJ取
り組みの
展開１

飼料自給率向上による畜産農家の経営
基盤強化及び飼料用米の生産・販売に
よる水稲農家の経営基盤強化、飼料用
米耕作による水田の休耕地の減少を図
るため、飼料用米の生産・活用に係る
費用を助成します。

ＳＴＥＰ３
稼ぐ農業体
制の構築

事業数 6

達成事業数（％）

未達成事業数（％）

・取り組みの方向「稼ぐ農業の推進」については、「STEP3 稼ぐ農業体制の構築」に向け、
認定農業者が増加するよう取り組みを行うとともに、稼ぐ農業としてブランド化や6次産業化
などによる高付加価値化についても検討していただきたい。遊休農地の減少や規格外農産品
活用についても引き続き、取り組むこと。
・「農業への新規参入の支援」については、「STEP1 サポート体制の整備」「STEP2 営農活
動の持続に向けた支援」が進められている。引き続き、新規参入者への支援や就農希望者へ
の情報提供、土地の集積を進め、戦略プロジェクトの「目指す姿」に向けて取組を進めてい
ただきたい。
・また、取り組みの方向「稼ぐ農業の推進」の「STEP2 観光との連携の強化」については、
関係課や関係機関と連携し、実現に向けた検討を進めること。



令和５年度実施計画効果検証シート（戦略プロジェクトに紐づく事業）

1 2 3 4 5 6 7 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

番
号

政
策

施
策

事業状
況（R5
年度時
点）

所属 事業名 概要
取り組みの
方向１

取り組み
の方向２

R5事業内容
決算額
（R5）

KPI①・② 単位 基準値
目標値
①・②
(R5)

実績値
（R5）

達成状況
（R5）

評価
実施による効果・成

果
実施による課題 次年度の取組方針

商業観
光課

①商品開発支援
数

件 1(R2) 5 8 達成

商業観
光課

②販売促進支援
数

件 2(R2) 5 7 達成

商業観
光課

①創業補助金活
用件数

件 1（―） 1 0 未達成

商業観
光課

②空き店舗活用
補助金活用件数

件 1（―） 1 1 達成

商業観
光課

①イベント来場
者数のうち市外
の来場者数

人
10,350
（R1）

15,000 6,300 未達成

商業観
光課

②イベント時の
市内飲食店売上
額

千円
7,210
（R1）

8,000 2,985 未達成

4
商

業・
観光

観光
振興

継続
商業観
光課

「菜速あやせコーン
堪能祭」事業

特色ある夏の観光を創出し、観光誘
客と市内消費の拡大を図るため、６
月中旬～６月下旬のうちの２週間程
度（予定）の期間で、農商連携によ
る「菜速あやせコーン」を活用した
料理や商品を提供する店舗を巡るス
タンプラリーを開催します。

市内資源の観
光活用

ＳＴＥＰ１
連携体制の

構築

魅力ある商
店や飲食店
づくりと観

光連携

ＳＴＥＰ１
商店等の支
援の強化

ＳＴＥＰ２
観光との連

携構築

・トウモロコシスタンプ
ラリーの実施 145（千円）

①事業による市
内消費額

千円 200（R4） 1,500 200 未達成

Ｃ 効果は
あったが、方
法や規模を見
直しながら継
続する

参加店舗拡大により、市
内消費額が微増(販売額
平均単価が下がったた
め）ながらも、販売会を
含め参加者は増加傾向に
ある。

仕入れ本数が限られるな
か、日によっては仕入れ本
数の限度を超える日があっ
た。実際の使用するトウモ
ロコシで試作品が作れない
ため、参加するのが難しい
事業者がある。

参加事業所とトウモロコシ
の仕入れ本数を調整しなが
ら、進めていく。

商業観
光課

①ＷＥＢロケハ
ンページの閲覧
数

件 ― 600
22,860

（R6.3.31
時点）

達成

商業観
光課

②ロケ決定件数 件 13(R1) 13
11

（R6.3.31
時点）

未達成

商業観
光課

①リニューアル
する事業の件数

件 ― 1 0 未達成

商業観
光課

②創出した事業
の件数

件 ― 1 1 達成

7
商

業・
観光

観光
振興

継続
商業観
光課

分散型観光事業
（びゅ～っとあや
せ）

学生等の新たな視点を取り入れ、本
市の地形や市内に点在するロケ地看
板等の他市にはない観光資源を生か
し、コロナ禍に対応できる「誰もが
好きな時間に自由に楽しめる分散型
観光」の推進を図るとともに、レン
タサイクル等観光手段の研究を進め
ます。

市内資源の観
光活用

ＳＴＥＰ１
連携体制の

構築

魅力ある商
店や飲食店
づくりと観

光連携

ＳＴＥＰ２
観光との連

携構築

・分散型観光事業「びゅ
～っとあやせ」　1か月
開催
・レンタサイクルの研究

500（千円） ①市内消費額 千円 ― 1,200 610 未達成 ―

令和3年度より1か月程度
の開催期間を設けること
で、令和5年度には過去
最多の120名（抽選応募
者数）に参加いただき、
参加者アンケートから
は、20％の方が「市外か
ら参加」と回答してお
り、市外からの誘客を促
進し市内消費につなげる
ことができた。

本事業は、市民からなる
「あやせプロモーションク
ラブ」が実施しているが、
担い手不足のため、今後の
事業継続等は現状、難しい
と判断し、令和５年度で事
業終了するため、「評価」
等はブランクです。

1

戦略PJ取り組みの
展開１

戦略PJ取り組みの展
開２

魅力ある商店や飲食
店づくりへの支援事
業

市内での魅力ある店舗の創出を促進
し、地域の活性化を図るため、「活
力と魅力に満ちた綾瀬をつくる創業
補助金」と「空き店舗活用事業補助
金」の２つの補助金メニューを活用
し、創業や新たな出店にかかる費用
の一部を助成します。

意欲ある市内商業者の事業活動への
支援を強化し、地域の活性化を図る
ため、市内商業者が行う商品開発事
業や販売促進事業に係る費用の一部
を助成します。

商
業・
観光

商業
振興

継続

商
業・
観光

365（千円）

0（千円）

魅力ある商店
や飲食店づく
りと観光連携

ＳＴＥＰ１
商店等の支
援の強化

魅力ある商店
や飲食店づく
りと観光連携

ＳＴＥＰ１
商店等の支
援の強化

市内資源の観
光活用

ＳＴＥＰ１
連携体制の

構築

商業
振興

商工会や金融機関と連携
し、補助金の周知を図ると
共に、創業支援実施計画に
基づき、創業支援を継続
し、より効果的な補助メ
ニューについて先進市の事
例について調査研究を進め
ていく。

継続
グルメ商品、土産品
の開発支援事業

商
業・
観光

観光
振興

拡充

6
商

業・
観光

観光
振興

継続

5
商

業・
観光

観光
振興

継続
ＳＴＥＰ１
誘致体制の

見直し

市内資源の観
光活用

ＳＴＥＰ２
仕組みの定
着の促進

ロケツーリズ
ムの推進

観光アドバイザー事
業

観光により地域経済を活性化させる
ため、旅行会社など観光の専門的知
見から、本市の特色を生かした観光
の創出や観光による市内消費拡大へ
向けた提案、助言等をもらい、既存
事業のブラッシュアップとともに新
たな観光事業を創出します。

映像制作関係者の利便性を向上しロ
ケ誘致を促進するとともに、ロケハ
ン業務の効率化を図るため、市ホー
ムページ内に、映像制作関係者向け
にロケ地を紹介する３６０°画像等
を活用した専用ページを構築しま
す。

ＷＥＢロケハンペー
ジ構築事業

観光集客イベントの
ブランド力の向上

市内飲食店の消費拡大と交流人口の
増加を目的に、本市固有の観光資源
を活用した持続可能な集客型グルメ
イベントとして「Ayase Base side
Festival」のブランド力を向上させ
るため、イベント開催のノウハウが
ある民間事業者の支援を受け、運営
の手法を見直すとともに、事業運営
の専門性や柔軟性を高めます。

市内商業者が行う商品開
発や販売促進にかかる費
用の一部助成
・商品開発支援事業補助
金
　補助率：2/3以内
　限度額：100千円
・販売促進事業補助金
　補助率：2/3以内
　限度額：100千円

原油・原材料価格高騰や、
円安による物価高騰などの
影響により、厳しい経営環
境が続いている市内商業者
が商品開発に取り組むこと
ができるよう、引き続き、
開発にかかる費用負担への
軽減を図る必要がある。
インター開通などによる来
訪者や市民の市内消費につ
なげるため、本市特産品、
地場産物などを活用した本
市ならではの特色ある商品
を更に増やし市内外へ広く
ＰＲしていく必要がある。

魅力ある商
店や飲食店
づくりと観

光連携

ＳＴＥＰ２
観光との連

携構築
―

ＳＴＥＰ
２誘客力
の強化

新規事業を令和７年度予
算に計上するためのヒア
リングを重ね、複数の事
業提案を受けることがで
きた。

令和３年度当初より３年計
画で実施しており、予定通
り終了するため、「評価」
等はブランクです。

綾瀬ロケーションサービス
サイト（ＷＥＢロケハン
ページ）の充実を図ること
により映像制作者へのアプ
ローチを強化すると共に、
撮影の際、必要となるロケ
弁等の事業者の掘り起こし
など、市全体でロケを支え
る仕組み作りを進めてい
く。

出店者との調整やステージ
のタイムテーブル決定な
ど、進捗が遅れがちであっ
た。
開催の周知において、リ
ニューアルすることはPRで
きたと思うが、イベントの
内容を十分に周知すること
ができなかった。

要所要所で調整完了の期日
を設けたり、周知の手法を
明記するなど、課題を解決
するための記載を仕様書に
盛り込み実施していく。

ロケ候補地以外にも映像制
作関係者のニーズに合わせ
た情報掲載が必要である。

綾瀬ロケーションサービ
スサイト（ＷＥＢロケハ
ンページ）を見た映像制
作者からの問合せが多く
あり、ロケ誘致の促進に
繋げることができた。撮
影実績は目標を下回った
が、ABEMAバラエティの
オールロケの放映やその
タイアップ事業など、本
市の知名度向上、市内へ
の誘客、消費に繋げるこ
とができた。

意欲のある商業者を発掘
し、持続可能な事業計画の
立案から、資金調達、創業
後のアフターフォローま
で、伴走型の支援が求めら
れている。

Ｃ 効果は
あったが、方
法や規模を見
直しながら継
続する

空き店舗活用補助金は申
請があった一方で、創業
補助金は申請がなかっ
た。創業補助金の実績に
直結しなかったが市内創
業等に向けての相談は17
件あり、創業意欲のある
前向きな創業者への意識
醸成に寄与することがで
きた。

・観光アドバイザーの招
へい

魅力ある商
店や飲食店
づくりと観

光連携

ＳＴＥＰ１
商店等の支
援の強化

稼ぐ4　「ロケのまち　あやせ」ならでは観光プロジェクト

Ｂ 相当程度
の効果があ
り、今後も効
果が見込まれ
ることから継
続する

昨今の原油・原材料価格
高騰や、円安による物価
高騰の影響により厳しい
経営環境が続いている
中、意欲的に取り組む商
業者を支援し、魅力ある
商品開発や販売促進に繋
げることができた。

新たな事業展開の必要性を
商工会と連携し補助金の周
知を図ると共に、新商品開
発等に係る経済的負担軽減
を図る。また、商工会女性
部が事業者を巻き込んでオ
リジナル商品の開発に向け
て研究を進めており、情報
交換をしながら市補助金の
活用を促進するとともに、
必要な支援の検討を行う。

Ｂ 相当程度
の効果があ
り、今後も効
果が見込まれ
ることから継
続する

1,690（千円）

500（千円）

市内への創業や新たな出
店にかかる費用の一部助
成
・活力と魅力に満ちた綾
瀬をつくる創業補助金
　補助率：1/2以内
　限度額：1,000千円
・空き店舗活用事業補助
金
　補助率：1/2以内
　限度額：500千円

・ロケ登録地と掲載の調
整
・ＷＥＢロケハンページ
公開

42,147（千円）

Ｃ 効果は
あったが、方
法や規模を見
直しながら継
続する

来場者アンケートから
は、約94％の方が出店店
舗に今後「行きたい」
「できれば行きたい」と
回答しており、出店者ア
ンケートからも「後日店
舗へ来てくれた」「販売
ＰＲにつながっている」
という声があり、開催日
当日に限らない店舗のＰ
Ｒ、誘客につながった。

・ＡＢＦの実施

2

3



令和５年度実施計画効果検証シート（戦略プロジェクトに紐づく事業）

1（14％）

6（86％）

稼ぐ４　「ロケのまち　あやせ」ならでは観光プロジェクト　企画課二次評価

事業数 7

達成事業数（％）

・取り組みの方向「ロケツーリズムの推進」については、WEBロケハンページを活用しロケ誘致件数が昨年に比べ増加
した。引き続き、映像制作者のニーズに合わせた情報発信、ロケ誘致に取り組むとともに、ロケ地を活用した観光やロ
ケを支える仕組みづくり「STEP2 誘客力の強化」を進めること。
・「市内資源の観光活用」については、観光アドバイザーによる提案を活かし、観光資源の掘り起こしに取り組むとと
もに、引き続き、グルメ商品の開発支援やイベントでの魅力発信を通して、「STEP2 仕組みの定着の促進」を進めるこ
と。
・「魅力ある商店や飲食店づくりと観光連携」については、新商品開発支援の件数が昨年に比較して増加し「STEP1 商
店等の支援の強化」が進められている。引き続き、グルメ商品の開発や創業支援について商工会とも連携を深めながら
取り組みを進めるとともに、観光との連携や誘客につながる取り組みを検討し、「STEP2 観光との連携構築」をさらに
進めること。

未達成事業数（％）



令和５年度実施計画効果検証シート（戦略プロジェクトに紐づく事業）

1 2 3 4 5 6 7 9 10 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

番
号

政
策

施
策

事業状
況（R5
年度時
点）

所属 事業名 概要
取り組みの
方向１

R5事業内容
決算額
（R5）

KPI①・② 単位 基準値
目標値
①・②
(R5)

実績値
（R5）

達成状況
（R5）

評価
実施による効果・成

果
実施による課題 次年度の取組方針

1
行政
経営

公共
施設
マネ
ジメ
ント

継続
公共資
産課

綾瀬市中心市街地の
活性化

市役所周辺中心市街地の魅力向上の取
組みとして、旧消防本部エリア及び商
業施設エリアへ魅力ある商業施設の誘
致を行うとともに公共施設の再編を進
めることで、利便性、回遊性の向上を
図ります。

中心市街地へ
の魅力ある商
業施設の誘致

ＳＴＥＰ１
魅力ある中
心市街地づ

くり①

・第1期工事エリア（旧
消防本部エリア）工事着
手

0（千円）
①中心市街地工事
進捗率

％ ― 0 0 達成

Ａ 大きな効
果があり、今
後も更なる効
果が見込める
ことから拡充
する

中心市街地の魅力向上の
ため、事業者と旧消防本
部エリアの事業用定期借
地権設定契約を締結し、
工事に関する各種手続き
に着手した。

旧消防本部エリア及び商業
施設エリアに建設される商
業施設がオープンすること
による、交通渋滞対策が課
題となっている。

旧消防本部エリアのオープ
ンに向けた調整、また商業
施設エリアの既存事業者と
の契約期間満了及び新事業
者との覚書の締結に向け、
地権者等も含めた協議を進
める。

1（100％）

0

稼ぐ5　中心市街地魅力ＵＰリニューアルプロジェクト

稼ぐ５　中心市街地魅力UPリニューアルプロジェクト　企画課二次評価

戦略PJ取
り組みの
展開１

事業数 1

達成事業数（％）

・取り組みの方向「中心市街地への魅力ある商業施設の誘致」は、紐づく事業の実施
により、消防本部庁舎跡地への商業施設の誘致が進んでおり、「STEP1 魅力ある中心
市街地づくり①」は進んでいる。
・令和3年度に実施した、事業者の意見を聞く市場調査（サウンディング調査）の結
果により、新たに「綾瀬市中心市街地活性化の基本方針及び再編方針」を定めてお
り、商業施設と公共施設が融合する施設の整備を行わない等、取り組みの展開に変化
が生じているが、取り組みの方向「中心市街地への魅力ある商業施設の誘致」の
「STEP2 魅力ある中心市街地づくり②」及び取り組みの方向「中心市街地の利便性向
上」に記載のある、商業施設と公共施設の連携の仕組みづくりについては、図書館再
整備や中央公民館等の方向性等も踏まえながら取り組みを進めること。

未達成事業数（％）



令和５年度実施計画効果検証シート（戦略プロジェクトに紐づく事業）

1 2 3 4 5 6 7 9 10 11 12 13 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

番
号

政
策

施
策

事業状
況（R5
年度時
点）

所属 事業名 概要
取り組み
の方向１

取り組み
の方向２

R5事業内容
決算額
（R5）

KPI①・② 単位 基準値
目標値
①・②
(R5)

実績値
（R5）

達成状況
（R5）

評価
実施による効果・成

果
実施による課題 次年度の取組方針

高齢介
護課

①スマホ教室参加
者数

人 350（R4） 350 283 未達成

高齢介
護課

②教室参加者のう
ち、スマホを持っ
ていない人が、ス
マホを購入したい
と思う割合

％ 50（R4） 50 95 達成

高齢介
護課

①アクティブ・シ
ニア応援窓口（就
労）でのマッチン
グ件数

件 95(R2) 110 78 未達成

高齢介
護課

②アクティブ・シ
ニア応援窓口（社
会参加）でのマッ
チング件数

件 206(R2) 200 14,956 達成

高齢介
護課

③出張窓口来場者
数

人
18,000
（R4）

18,000 15,749 未達成

3 福祉

高齢
者福
祉と
社会
参加

継続
高齢介
護課

シルバー人材セン
ター運営補助金

市内在住の健康で働く意欲を持
つ高齢者の就労機会を提供する
ため、シルバー人材センターの
運営費の一部を助成します。

元気高齢者
の就労希望

の実現

ＳＴＥＰ１
就労支援の
普及拡大

・運営費を補助 18,027（千円） ①正会員数 人 636(R2) 636 606 未達成

Ｂ 相当程度
の効果があ
り、今後も
効果が見込
まれること
から継続す
る

高齢者の就業機会の増
大、生きがいの充実を
図った。

会員の減少が課題と
なっている。

引き続き、シルバー人材
センターの運営費の一部
を助成し、市内在住の健
康で働く意欲を持つ高齢
者の就労機会を提供す
る。また、タウンヒルズ
に開設している窓口にお
いて、会員増加を図る。

0（0％）

3（100％）

高齢者の新たな社会参加促進と
デジタルデバイドの解消を図る
ため、民間企業と連携し、初心
者向けのスマホ教室を開催しま
す。

高齢者デジタル活用
支援事業

9,356（千円）

元気高齢者
の地域等で
の活躍の場

の創出

ＳＴＥＰ１
社会参加支
援の普及拡

大

・アクティブ・シニ
ア応援窓口・出張窓
口の実施
・体験教室の実施
・スキルアップセミ
ナー

ＳＴＥＰ
２交流の
場の形成

元気高齢者
の就労希望

の実現

1 福祉

2 継続

高齢
者福
祉と
社会
参加

継続

福祉

高齢
者福
祉と
社会
参加

戦略PJ取り組みの
展開１

戦略PJ取
り組みの
展開２

0（千円）
・高齢者スマホ教室
の実施

元気高齢者
の地域等で
の活躍の場

の創出

ＳＴＥＰ１
社会参加支
援の普及拡

大

Ｂ 相当程度
の効果があ
り、今後も
効果が見込
まれること
から継続す
る

目標を達成できなかった
ものの、スマホ教室だけ
なく、個別ニーズに対応
したスマホ相談会を開催
したことで、よりデジタ
ル活用を促進できた。
※スマホ相談会参加者
数：69人

引き続き、スマホ活用を
希望する方が参加できる
ように、効果的な周知を
図りながら、スマホ教室
とスマホ相談会を開催す
る。また、参加者を多く
募るため、募集チラシを
自治会へ回覧する。

目標とする参加人数
を募ることができて
いない。

支える1　アクティブ・シニア応援プロジェクト

Ｂ 相当程度
の効果があ
り、今後も
効果が見込
まれること
から継続す
る

支える１　アクティブ・シニア応援プロジェクト　企画課二次評価

事業数 3

達成事業数（％）

・取り組みの方向における「元気高齢者の就労希望の実現」については、アクティブシニア応援窓口で
の支援により多くの就労に結びついている。今後は、市としても積極的に就職に無関心な高齢者に対し
て働くことの魅力をアプローチし、将来を見据え現役世代についても働きかけを進めるなど、「STEP2
アプローチの拡充」に取り掛かること。
・「元気高齢者の地域等での活躍の場の創出」については、アクティブシニア応援窓口・出張窓口にお
いて目標を大幅に上回るマッチング実績が得られており、多くの高齢者が社会参加の場で多様な世代と
の交流を行うことができている。今後は、「STEP3 支えあいによる多様な活動の実現」に着手するた
め、サークル同士のつながりの後押しや、様々な活動に積極的な高齢者を中心に主体的な活動ができる
ような環境・仕組み作りを検討すること。

未達成事業数（％）

ＳＴＥＰ１
就労支援の
普及拡大

①就労支援
ジョブスポットあやせと
連携し、個別カウンセリ
ング及び就労希望者の状
況に応じ、履歴書の書き
方、面接技法及びビジネ
スマナー等基本的事項の
習得の支援や、就労希望
者の能力並びに希望職種
等に合わせた求人先の開
拓を行ったことで、就労
へ結び付けることができ
た。
②社会参加
多くの方へ活動紹介、
マッチングすることがで
き、社会参加を促進する
ことができた。

引き続き、就労やボラン
ティア等、個人の希望に
沿った活動を紹介し、多
くのアクティブシニアが
活躍できるよう支援する
とともに、ライフプラン
ニング支援事業におい
て、生涯にわたり、趣味
の活動や仕事など、生き
がいをもって過ごせるよ
う支援する。

70歳以上になると就
労が難しくなる。

高齢者の社会参加促
進

病気やコロナ禍の自粛による心
身の機能低下に負けない元気な
高齢者を増やすため、企業や団
体とのマッチング、アクティ
ブ・シニア応援出張窓口、体験
教室の開催等の取組みを行いま
す。



令和５年度実施計画効果検証シート（戦略プロジェクトに紐づく事業）

1 2 3 4 5 6 7 9 10 11 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

番
号

政
策

施
策

事業状
況（R5
年度時
点）

所属 事業名 概要
取り組みの
方向１

R5事業内容
決算額
（R5）

KPI①・② 単位 基準値
目標値
①・②
(R5)

実績値
（R5）

達成状況
（R5）

評価
実施による効果・成

果
実施による課題 次年度の取組方針

地域包
括ケア
推進課

①フレイル測定会参
加者数

人 ― 60 51 未達成

地域包
括ケア
推進課

②みんチャレアプリ
新規登録者数

人 100（R4） 100 100 達成

2 福祉
社会
保障

継続

地域包
括ケア
推進
課・保
険年金
課・健
康づく
り推進
課

後期高齢者健診結果
のデータベースの活
用

国民健康保険団体連合会の国民健康保
険データベースシステム（KDB)を活用
し、効果的な保健事業と介護予防の一
体的な事業の実施につなげるととも
に、健康寿命の延伸を図ります。

健康的な行動
習慣及び運動
の定着化

ＳＴＥＰ１
健康的な行
動習慣の仕
掛けづくり

・KDBシステムを活用し
た分析と事業実施の取
組

ー（千円）

①高齢者の保健事業
と介護予防の一体的
な実施事業の実施圏
域の増加

圏域 ― 2 2 達成

Ｂ 相当程度
の効果があ
り、今後も
効果が見込
まれること
から継続す
る

国民健康保険データベー
スシステム（KDB）を活
用し、事業対象者の抽出
を行い事業を実施してい
る。

事業実施者の個別のデー
タ管理ができにくい。

引き続き、国民健康保険
データベースシステム
（KDB)を活用し、事業対
象者の抽出を行い、事業
を実施する。

3
健
康・
医療

健康
づく
り

継続
健康づ
くり推
進課

あやせ流健康習慣定
着プロジェクト（食
事編）

健康を意識した食事のとり方を定着さ
せるため、「健康的な食事・食環境」
認証への取組みを進めます。

健康的な食習
慣の定着化

ＳＴＥＰ１
健康的な食
習慣の仕掛
けづくり

ＳＴＥＰ
２健康的
な食習慣
の展開拡

大

・ナッジ効果を応用し
た健康的な食習慣への
誘導方法の検討
・認証支援事業の説明
及び協力飲食店募集
・認証に向けたメ
ニュー助言や栄養価計
算等支援

0（千円） ①活用店舗数 店舗 2 3 2 未達成

Ｂ 相当程度
の効果があ
り、今後も
効果が見込
まれること
から継続す
る

令和5年7月に1店舗認証
され、2店舗認証。
びゅーとあやせや駅伝等
で健康的な食事ができる
飲食店として啓発した。

認証制度に該当する店舗
が少なく、認証店舗を継
続的に増やしていくのは
難しい。

令和6年2月に1店舗申請。
R6年夏に認証とし合計3店
舗となる予定。

4
健
康・
医療

健康
づく
り

継続
健康づ
くり推
進課

あやせ流健康習慣定
着プロジェクト（行
動変容編）

生活習慣の改善を図るため、3033運動
の推進と健康的な行動・食習慣が定着
する仕組みづくりを構築します。

健康的な行動
習慣及び運動

の定着化

ＳＴＥＰ１
健康的な行
動習慣の仕
掛けづくり

健康的な行動習慣や歩
行習慣の定着化

0（千円）
①ナッジ効果を応用
した事業の仕掛けづ
くりの構築

―

・ナッジ効
果を応用し
た事業の実
施：1か所
・成人期の
1日30分以
上、週2～3
回、3か月
以上運動し
ている人の
割合：32％
又は現状値
(21.7%)よ
りも10％以
上（あやせ
健康・食育
プラン21）

・ナッジ効
果を応用し
た事業の実
施：2か所
・成人期の
1日30分以
上、週2～3
回、3か月
以上運動し
ている人の
割合：32％
又は現状値
(21.7%)よ
りも10％以
上（あやせ
健康・食育
プラン21）

2 達成

Ｂ 相当程度
の効果があ
り、今後も
効果が見込
まれること
から継続す
る

新たにタウンヒルズ内に
「適切な歩幅」の足型
シートを設置。また市民
課のテレビを活用し、ス
キマ運動を流した。健康
機器を利用する方や窓口
に来られた方が気軽に体
験できる環境を整えた。

より多くの方が体験でき
るよう、普及・啓発が必
要。

実際に身体を動かす体験
を通して、運動習慣に繋
げていく取り組みが必要

5
健
康・
医療

ス
ポー
ツ

継続
スポー
ツ課

ノルディック・
ウォーク普及事業

市民の健康増進、運動習慣の定着を図
るため、ノルディック・ウォークの普
及に向け、定期的な教室の開催、ポー
ルの貸出を行います。

健康的な行動
習慣及び運動

の定着化

ＳＴＥＰ２
健康的な行
動習慣の展
開拡大

ノルディック・ウォー
ク教室の開催、ポール
の貸出

0（千円）
①ノルディック・
ウォーク教室の定員
に対する参加率

％ 66.8(R1) 92.1 38.5 未達成

Ｃ 効果は
あったが、
方法や規模
を見直しな
がら継続す
る

外出機会や生活習慣病の
予防が見込まれ、38.5％
の参加者であった。

R4から定員を増やしてい
るため参加率が下がって
いる。定員枠を最大限に
生かして多くの方に参加
いただけるようPR方法を
検討する必要がある。

市の各種広報媒体を最大
限に活用するとともに、
各課の事業とも連携して
PRしていく。

6
健
康・
医療

ス
ポー
ツ

継続
スポー
ツ課

ホームタウンチーム
ＳＣ相模原・ノジマ
ステラ神奈川相模原
との連携事業

市民の健康増進、運動習慣の定着を図
るとともに、スポーツ振興を図るた
め、ホームタウンチームＳＣ相模原の
サッカー教室をはじめとする各種ス
ポーツ教室や、市民デーの開催、各種
スポーツ教室参加者の試合観戦を促進
します。

健康的な行動
習慣及び運動

の定着化

ＳＴＥＰ２
健康的な行
動習慣の展
開拡大

SC相模原ホームゲーム
における綾瀬市民デー
の開催
SC相模原によるサッ
カー教室の開催
SC相模原公開練習の開
催

0（千円）
①スポーツ教室の定
員に対する参加率

％ 35.3(R1) 59.6 40.9 未達成

Ｃ 効果は
あったが、
方法や規模
を見直しな
がら継続す
る

各種教室では40.9％の参
加率、綾瀬市ホームタウ
ンデーで無料招待を受け
で市民312名が観戦。

試合観戦において参加者
が少ない。

時期や方法について早い
時期からホームタウン
チームと調整を行い周知
を図るとともに、シーズ
ン初戦や市民デーなどの
時期をとらえてチームの
PRを行う。

2,438（千円）

Ｃ 効果は
あったが、
方法や規模
を見直しな
がら継続す
る

フレイル測定会につい
て、参加者の約70％がと
ても満足した、約30％が
満足したと答えており、
「とてもわかりやすかっ
た」「筋力維持できるよ
う日頃から小さな積み重
ねをしていきたい」等の
声を頂いている。

感染症対策のためフレイ
ル測定会については定員
を15名に制限したこと
で、参加をお断りする
ケースが生じ、参加者数
の目標も未達となった。

フレイル測定会の定員を
20名に拡大し、参加者数
の増加を図る他、理学療
法士を介護サービス事業
所へ派遣することで、介
護職員の介護予防に関す
る技術的支援を行い、元
気に生活し続けられる高
齢者の増加を図る。

支える2　あやせ流健康習慣定着プロジェクト

フレイル状態の高齢者を早期に発見
し、介護予防事業につなげるため、フ
レイル測定会を実施します。また、
オーラルフレイルに関する講義を充実
させ、口腔機能の向上の支援を強化す
るため、フレイル予防教室において、
新たに歯科衛生士を講師として招きま
す。

健康的な行動
習慣及び運動

の定着化

ＳＴＥＰ１
健康的な行
動習慣の仕
掛けづくり

・フレイル測定会
・フレイル予防教室
・レインボー健康体操
教室
・アプリ「みんチャ
レ」活用事業

1 福祉
社会
保障

拡充 フレイル予防の推進

戦略PJ取り組みの
展開１



令和５年度実施計画効果検証シート（戦略プロジェクトに紐づく事業）

2（33％）

4（67％）

事業数 6

達成事業数（％）

未達成事業数（％）

支える２　あやせ流健康習慣定着プロジェクト　企画課二次評価

・取り組みの方向「健康的な食習慣の定着化」については、「STEP1 健康的な食習慣の仕掛けづくり」
を着実に進めるため、食生活改善や食のフレイル予防の周知方法を工夫する等、取組みの推進に努めて
いただきたい。また、多様な世代に対し、家庭で健康的な食事を作るきっかけづくりとなるよう、新た
なアプローチ策を検討すること。
・飲食店の「健康的な食事・食環境」認証制度については、今夏に3店舗目の認証予定となっているもの
の、複数の基準を満たしている必要があり、直ぐに認証店舗を増加させることは難しいが、飲食店と市
民の双方に制度が浸透するよう周知方法を工夫するとともに、更新が必要な飲食店に対しても課題解決
に向けたアドバイスをするなど、「STEP2、3」の実現に向けて取り組んでいただきたい。
・健康的な生活が送れる環境づくりに向けて、関係課と連携しながら、ロコモティブシンドローム予防
に繋がる新たな取り組みを進めること。
・「健康的な行動習慣及び運動の定着化」については、ノルディック・ウォーク教室やスポーツ教室、
フレイル測定会等の実施により、運動の定着化が推進されている。運動無関心層への習慣定着について
は、商業施設や公共施設を活用した取組みにより健康的な行動習慣の普及を図っているが、「STEP2 健
康的な行動習慣の展開拡大」を更に推進するため、取組みの普及拡大を検討していただきたい。



令和５年度実施計画効果検証シート（戦略プロジェクトに紐づく事業）

1 2 3 4 5 6 7 9 10 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

番
号

政
策

施
策

事業状
況（R5
年度時
点）

所属 事業名 概要
取り組みの
方向１

R5事業内容
決算額
（R5）

KPI①・② 単位 基準値
目標値
①・②
(R5)

実績値
（R5）

達成状況
（R5）

評価
実施による効果・

成果
実施による課題 次年度の取組方針 備考

危機管
理課

①全世帯に占める各
家庭でのマイ・タイ
ムラインの作成割合

％ ― ― ― ―

危機管
理課

②各家庭での備蓄率 ％
45(H30～
R3の平均)

55 60 達成

2 防災
防災
危機
管理
体制

継続
危機管
理課

防災意識啓発

市民等の防災意識の向上のため、総合
防災訓練や講演会等を実施するととも
に、自主防災訓練等を通じて啓発を行
います。また、小・中学校を対象とし
た防災教育を推進します。

地域の防災・
減災力の向上

ＳＴＥＰ１
市民等への
防災意識啓
発の強化

・総合防災訓練や講演
会等の実施
・自主防災訓練等を通
じた啓発
・小中学校を対象とし
た防災教育の推進

500（千円）
①防災訓練や講演会
等の実施回数

回 20（R3） 20 31 達成

Ｂ 相当程度
の効果があ
り、今後も
効果が見込
まれること
から継続す
る

訓練や講演会などを通
じて、防災意識を啓発
できた。また、小・中
学生への防災意識も啓
発できた。

防災意識の啓発が順調に
行えている。

引き続き、講演会等や自
主防災訓練において防災
意識を啓発するととも
に、小・中学校を対象と
した防災教育も推進す
る。

3 防災
防災
危機
管理
体制

継続
危機管
理課

防災シンポジウム手
話通訳招へい

防災、減災意識の向上を目的に実施す
る、防災アドバイザーによる講演を主
とした「防災シンポジウム」におい
て、聴覚障がいを持った方でも深く理
解できるよう、手話通訳者を招へいし
ます。

地域の防災・
減災力の向上

ＳＴＥＰ１
市民等への
防災意識啓
発の強化

・防災シンポジウムへ
手話通訳者の招へい

11（千円） ①手話通釈者数 名 1 2 2 達成

Ｂ 相当程度
の効果があ
り、今後も
効果が見込
まれること
から継続す
る

聴覚障がいを持った方
に対して、防災・減災
意識の啓発ができた。

防災意識の啓発が順調に
行えている。

引き続き、講演時におい
て聴覚障がい者等に対し
て防災意識の啓発を実施
していく。

4 防災

火災
予防
と消
防力

新規
消防総
務課

消災害用ドローン整
備事業

災害時において、迅速に被害情報を把
握し、要救助者の捜査や安否確認をす
るほか、災害推移を把握し、効果的な
部隊運用を行うため、災害発生初期に
俯瞰的視点から情報収集が可能な災害
用ドローンを導入します。

復旧・復興対
策の充実

ＳＴＥＰ１
復旧・復興
体制の整備

・運用人員への教育研
修
・災害時におけるド
ローンの活用

6,049（千円）
①ドローン操縦士の
養成人数

人 ― 4 4 達成

Ｂ 相当程度
の効果があ
り、今後も
効果が見込
まれること
から継続す
る

機体の導入を実施する
とともに、運行管理者
及び操縦士の養成がで
きた。

ドローンの操縦士の養成
を順調に行えており、運
用に向けて準備が整える
ことができている。

引き続き、操縦士の養成
を行う。
災害発生時には、迅速か
つ円滑に活用する。

危機管
理課

①事案発生から放送
対応までに要する時
間

分 25（R3） 15 15 達成

危機管
理課

②使用する紙の量 枚 240（R3） 120 131 未達成

危機管
理課

①蓄電池の整備状況
の周知人数

人 ― 1,500 1,505 達成

危機管
理課

②蓄電池を活用して
の訓練実施による機
器操作の習熟人数

人 ― 1,000 429 未達成

7 防災

災害
に強
いま
ちづ
くり

継続
下水道

課

下水道管施設（管
きょ終末処理場）の
耐震化

大規模な震災時においても衛生環境及
び住環境の維持ができるよう、下水道
施設の耐震補強工事を実施します。

地域の防災・
減災力の向上

ＳＴＥＰ１
市民等への
防災意識啓
発の強化

終末処理施設の耐震補
強

40,000（千円） ①工事箇所 ― ―

終末処理場
の水処理施
設の耐震診
断委託を実

施する

終末処理場
の水処理施
設の耐震診
断委託を実
施した

達成

Ｃ 効果は
あったが、
方法や規模
を見直しな
がら継続す
る

耐震診断の結果、終末
処理場水処理施設の耐
震性能を有する箇所を
把握し、工事費の削減
を図ることができた。

水処理施設の耐震性能が
確認出来たので、次に耐
震診断を実施する箇所及
び手法について検討す
る。

終末処理場において、一
定の成果が認められたこ
とから、上土棚中継ポン
プ場についても実施を検
討する。

5（71％）

2（29％）

訓練や防災啓発イベント
の際に積極的に周知や操
作訓練を実施します。

事業数 7

達成事業数（％）

未達成事業数（％）

・防災訓練での活用
（使用方法等の周知）
・スマートフォン等用
モバイルバッテリー備
蓄周知

4,509（千円）

Ｂ 相当程度
の効果があ
り、今後も
効果が見込
まれること
から継続す
る

整備により避難所にお
けるスマートフォン等
の充電問題の軽減がで
きた。

地域の防災・
減災力の向上

災害時、避難所において、避難者自身
による積極的な情報収集や安否状況の
発信などを行う際のスマートフォン等
の充電問題を解決するため、太陽光に
よる再充電が可能なポータブル蓄電池
を配備します。

市民参加の訓練等で操作
訓練を続け、職員及び市
民の操作に対する習熟度
の向上を目指します。

ＳＴＥＰ１
市民等への
防災意識啓
発の強化

・機器の機能強化及び
更新

29,878（千円）

Ｂ 相当程度
の効果があ
り、今後も
効果が見込
まれること
から継続す
る

事案発生から放送対応
までに要する時間を10
分程度短縮でき、市民
へ迅速に情報発信でき
るようになった。

業務時間の短縮を図るこ
とができたため、さらに
事案発生から放送対応ま
でに要する時間の短縮を
目指します。

機器操作の習熟に努め、
防災行政用無線による放
送を迅速かつ適切に処理
します。

令和５年度は
作成・配布の
みのため、マ
イ・タイムラ
インの啓発に
ついては令和
６年度以降に
実施する。

5 防災

災害
に強
いま
ちづ
くり

拡充
防災行政用無線（同
報系）更新事業

防災にかかる情報を、より迅速かつ適
切なタイミングで市民に発信し、安心
できる暮らしを提供するため、更新時
期をむかえている防災行政用無線シス
テムの操作卓サーバーを更新し、機能
を強化するとともに、その他の付属機
器も更新します。

地域の防災・
減災力の向上

ＳＴＥＰ１
市民等への
防災意識啓
発の強化

7,502（千円）

Ｂ 相当程度
の効果があ
り、今後も
効果が見込
まれること
から継続す
る

作成、配布が完了し、
最新の防災情報を市民
に周知することができ
た。

最新の防災情報に基づく
防災啓発及びマイ・タイ
ムラインのさらなる周知
による市民の防災・減災
に対する備えの適切な推
進を目指します。

防災講演等の機会を捉
え、ハザードマップの活
用方法やマイタイムライ
ンの周知を進めていく。

1 防災
防災
危機
管理
体制

拡充
防災ハザードマップ
の更新

6 防災

災害
に強
いま
ちづ
くり

新規
避難所用ポータブル
蓄電池整備

支える3　大規模自然災害対策プロジェクト

・取り組みの方向「地域の防災・減災力の向上」の「STEP１市民等への防災意識啓発の強
化」については、防災ハザードマップの更新や、訓練や講演会などを通じ小・中学生を対象
とした防災教育の推進も図られていることから順調に進んでいる。「STEP2 担い手の拡充」
に向けて地域防災の担い手の育成・拡充と共助の体制づくりを進めていただきたい。
「STEP3 新たな地域防災の仕組みづくり」は、避難者自身による積極的な情報収集などを行
う際のスマートフォン等の充電問題を解決するため、太陽光による再充電が可能なポータブ
ル蓄電池を配備するなど避難所の環境整備が図られている。
・取り組みの方向「復旧・復興対策の充実」の「STEP１の復旧・復興体制の整備」について
は、昨年度に作成が完了した浸水想定区域図により順調に進んでいる。「STEP2 円滑な復
旧・復興体制の構築」に向けて他の自治体、関係事業者等との連携を図る等、復旧・復興体
制の構築に取り組んでいただきたい。また、災害用ドローンを導入し、災害発生初期に俯瞰
的視点から情報収集が可能にするなど「STEP3　実践に向けた体制整備」に向けた取り組み
ができている。

支える３　大規模自然災害対策プロジェクト　企画課二次評価

戦略PJ取
り組みの
展開１

土砂災害特別警戒区域の追加や警戒レ
ベルの変更を反映させるとともに、内
水浸水想定区域図を新たに加えるな
ど、最新の防災情報を共有し、正しい
情報に基づくマイ・タイムライン（家
庭での防災行動計画）の作成等、市民
の防災・減災に対する備えを適切に推
進するため、新たな防災ハザードマッ
プを作成します。

地域の防災・
減災力の向上

ＳＴＥＰ１
市民等への
防災意識啓
発の強化

・防災ハザードマップ
の作成・配布



令和５年度実施計画効果検証シート（戦略プロジェクトに紐づく事業）

1 2 3 4 5 6 7 9 10 11 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

番
号

政
策

施
策

事業状
況（R5
年度時
点）

所属 事業名 概要
取り組みの
方向１

R5事業内容
決算額
（R5）

KPI①・② 単位 基準値
目標値
①・②
(R5)

実績値
（R5）

達成状況
（R5）

評価
実施による効果・成

果
実施による課題 次年度の取組方針

福祉総
務課

①補助申請件数 件 1(R2) 4 5 達成

福祉総
務課

②貸出用車両の
利用件数

件 1(R2) 44 123 達成

2
都市
基盤

公共
交通
ネッ
ト

ワー
ク

拡充
都市整
備課

コミュニティバス運
行の見直し検討業務

高齢社会の本格化や生活様式の変化な
ど、多様な市民ニーズに対応した移動
手段を確保するため、コミュニティバ
スの利用者や事業者などから直接意見
を聞き取るとともに、高齢者の移動手
段を含めた福祉的視点からの考察や交
通事業者と調整を図りながら、新たな
ルートのたたき台となる運行計画素案
の作成、新しい移動手段の検討を進め
ます。

公共交通の利
便性向上

ＳＴＥＰ１
公共交通の

検証

・運行経路、運行時
間、便数の検証及び利
用者や地域事業者から
の意見聴取並びに交通
事業者との調整を図
り、運行計画（素案）
を作成
・新たな交通手段の比
較検討

5,555（千円） ①事業進捗度 ― ―

運行計画
（素案）を
作成、新た
な交通手段
の比較検討

運行計画
（素案）を
作成、新た
な交通手段
の比較検討

達成

Ｂ 相当程度
の効果があ
り、今後も
効果が見込
まれること
から継続す
る

バス利用者、施設利用
者、地域交通事業者等へ
のヒアリング結果に過年
度実施したアンケート調
査結果を加え、コミュニ
ティバスのルート見直し
や新たな交通手段の比較
検討など行い、運行計画
素案を作成することがで
きた。

２０２４年問題により顕
在化した運転手不足によ
り、路線バスの減便等が
発生しているため、市内
交通事業者の状況を確認
しつつ利便性の向上に向
け取り組む必要性があ
る。

コミュニティバスのルー
ト見直しや、新たな移動
手段などを比較検討し作
成した運行計画（素案）
をベースに、関係各課や
交通事業者と連携して具
体的な運行計画（案）を
作成する。

3
都市
基盤

道路
ネッ
ト

ワー
ク

新規
都市計
画課

綾瀬市総合都市交通
計画改定業務

綾瀬スマートインターチェンジの開通
による交通需要の変化や地域公共交通
のニーズの多様化など、本市の交通環
境が大きく変化していることから、交
通政策の基本的な方向性を新たに示す
ため、綾瀬市総合都市交通計画を改定
します。

複合的な交通
手段の展開

ＳＴＥＰ１
調査・研究

・現況の整理（都市特
性の把握、上位・関連
計画の内容把握、移動
特性の把握）
・市民意向調査（調査
票の設計、調査、集
計・分析）
・都市交通の現状と課
題の整理（道路交通の
現状、都市交通の課題
整理、現行計画の評
価・検証）

4,059（千円） ①事業進捗度 ― ―

市の都市交
通の現状と
課題を抽
出・整理

市の都市交
通の現状と
課題を抽
出・整理

達成

Ｂ 相当程度
の効果があ
り、今後も
効果が見込
まれること
から継続す
る

各データ、調査結果に基
づき、市の現況及び都市
交通に関する課題等を整
理したほか、市民アン
ケート調査を実施し、市
民の交通に対する意識等
を把握することができ
た。

３カ年の改定スケジュー
ルに基づき、当該年度に
おける必須業務を予定ど
おり遂行できたため、事
業（業務）実施による課
題は、特段ない。

今年度整理した市の現況
及び課題等を踏まえて、
新たな計画の施策の柱と
なる「基本方針」のほ
か、公共交通及び道路整
備計画の検討等を行う。

4
都市
基盤

道路
ネッ
ト

ワー
ク

継続
道路整
備課

幹線道路等整備事業

安全安心でかつ利便性の高いまちづく
りの実現を図るため、道路ネットワー
クの構築を目指し、幹線道路、地区幹
線道路等を拡幅整備します。

公共交通の利
便性向上

ＳＴＥＰ１
公共交通の

検証

市道320号線整備事業、
市道325号線整備事業、
深谷早川線整備事業

62,419（千円）
①幹線道路等整
備率

％ 33.7(R3) 34.4 34.4 達成

Ｂ 相当程度
の効果があ
り、今後も
効果が見込
まれること
から継続す
る

　令和５年度は(都)東山
線を開通させ、周辺道路
の交通混雑の緩和が期待
される。
　また、(都)中郷大邸
線、市道1629-1号線、市
道325号線の予備設計を
実施し、道路線形を決定
した。

　道路整備を進めるため
には、拡幅用地を取得す
るための地権者の理解と
協力に加え、膨大な費用
と時間が必要となる。

・(都)深谷早川線の工事
を進めるとともに、(都)
中郷大邸線、市道1629-1
号線、市道325号線の測量
及び用地交渉を進める。
・道路ネットワークの見
直しを継続していく。

3（75％）

1（25％）

支える４　誰もが便利な移動手段強化プロジェクト　企画課二次評価

事業数 4

達成事業数（％）

・取り組みの方向「公共交通の利便性向上」については、関係者へのヒアリング結果、過年度実施
したアンケート調査結果、コミュニティバスのルート見直しや新たな交通手段の比較検討などを踏
まえた運行計画素案を作成し、「STEP1 公共交通の検証」を順調に進めており、「STEP2 公共交通
の再編」への取り組みにも着手している。今後は、「STEP2 公共交通の再編」の実現に向け、具体
的な運行計画案を作成していく段階となるが、引き続き、関係各課や交通事業者と連携して移動困
難者を生まない再編を進めること。
・また、綾瀬市総合都市交通計画改定業務の実施によって収集された情報や都市交通に関する課題
等を整理し、綾瀬スマートインターチェンジの開通による交通需要の変化等を踏まえた計画改定を
進めるとともに、「複合的な移動手段の展開」についても、引き続き、調査・研究すること。
・「地域における移動手段の充実」の「STEP1 実施体制の育成・支援」として、住民参加型移動支
援団体へのサポートを実施しているところだが、事業実施団体数（補助申請件数）や貸出用車両の
利用件数が年々増加しており、順調に取り組みを進められている。事業実施を目指す団体への立上
げ支援にも成功しており、「STEP2 取り組みの展開・拡大」へと取り組みを進めつつある。事業未
実施地域への事業展開を行い、「STEP2 取り組みの展開・拡大」の実現に向けて取り組みを進めて
いただきたい。

未達成事業数（％）

3,640（千円）

Ｂ 相当程度
の効果があ
り、今後も
効果が見込
まれること
から継続す
る

団体に対する継続的な支
援により、活動の幅が広
がり、貸出用車両の利用
件数の増加にもつながっ
た。
また、事業実施を目指す
団体への立上げ支援によ
り、事業実施団体（補助
申請件数）も増加し、異
動支援事業の実施地域を
拡大することができた。

地域の移動困難者が安心
して暮らせるまちを目指
すためには、新たな地域
での事業実施に向けた団
体の立上げ支援や担い手
の人材育成のほか、事業
を実施するための車両の
確保を進める必要があ
る。

現在事業を実施している
団体には、継続的な支援
を行うとともに、事業に
実施に必要な車両の確保
に向けて検討を進める。
また、事業未実施地域に
対して、住民参加型移動
支援団体や福祉有償運送
等の周知を行うととも
に、事業の実施へとつな
がるよう支援する。

ＳＴＥＰ
２取り組
みの展

開・拡大

支える4　誰もが便利な移動手段強化プロジェクト

住民参加型移動支援団体や福祉有償運
送等を行う人材の育成と地域の移動困
難者が安心して暮らせるまちを目指す
ため、貸出用車両のさらなる周知や補
助金制度の活用促進など、団体に対す
る継続的支援を行います。

地域における
移動手段の充

実

ＳＴＥＰ１
実施体制の
育成・支援

1 福祉

地域
で支
え合
う福
祉活
動

継続
福祉団体育成事業
（地域における移動
手段の充実）

・担い手養成講座の実
施
・補助金制度の周知
・貸出用車両の周知

戦略PJ取り組みの
展開１



令和５年度実施計画効果検証シート（戦略プロジェクトに紐づく事業）

1 2 3 4 5 6 7 9 10 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

番
号

政
策

施
策

事業状
況（R5
年度時
点）

所属 事業名 概要
取り組みの
方向１

R5事業内容
決算額
（R5）

KPI①・② 単位 基準値
目標値
①・②
(R5)

実績値
（R5）

達成状況
（R5）

評価
実施による効果・成

果
実施による課題 次年度の取組方針

1
生涯
学習

生涯
学習

新規
生涯学
習課

図書館基本構想策定
事業

「知のインフラ」ともいわれる図書館
を、人と情報をつなぎ、人が育つ生涯
学習の基幹施設として、潤いのある施
設にするため、これからの綾瀬市立図
書館の在り方を示す指針などを踏ま
え、社会環境の変化や将来の市民ニー
ズを想定し、本市が目指すべき図書館
像を示す図書館基本構想を策定しま
す。

基本方針に基
づく公共施設
の再編と質の

向上

ＳＴＥＰ１
第１期アク
ションプラ

ン中期

・市民ニーズ調査の実施
・現状と課題の分析
・必要な機能の検討

7,975（千円） ①事業進捗度 ― ―
必要な機能
の検討

現状と課題
の分析及
び、各種市
民ニーズ調
査等を実施
し、必要な
機能を検討
した

達成

Ａ 大きな効
果があり、今
後も更なる効
果が見込める
ことから拡充
する

図書館の再整備に向け
て、必要な各種データや
市民ニーズなどのエビデ
ンスを揃え、これからの
図書館としての基本理
念・基本方針や、必要な
機能とサービスの方向性
を整理することができ
た。

今後、再整備手法が具体化
した際には、中心市街地エ
リア内における再整備候補
地の選定や、既存施設の有
効活用又は除却などの方針
を検討する必要がある。

これからの図書館として必
要な施設規模及び再整備手
法の検討を進め、審議会の
答申やパブリックコメント
などの手続きを経て、基本
構想の策定を目指す。

2
行政
経営

公共
施設
マネ
ジメ
ント

新規
公共資
産課

早川地区公共施設再
編事業

市民の利便性・利用率の向上及び施設
総量の削減と効率的な維持管理のた
め、早園地区センターを解体し、跡地
に早園地区センターと早川自治会館を
複合したコミュニティ供用施設を建設
します。

基本方針に基
づく公共施設
の再編と質の

向上

ＳＴＥＰ１
第１期アク
ションプラ

ン中期

・地質調査委託
・地元、利用者調整

14,961（千円） ①事業進捗率 ％ ― 10.3 10.3 達成

Ａ 大きな効
果があり、今
後も更なる効
果が見込める
ことから拡充
する

施設利用者や自治会、施
設管理者等の要望や意見
を取り入れ、公共施設マ
ネジメントにおける「縮
充」の考えに基づき、利
便性や快適性の高い施設
設計を完了することがで
きた。また、地球温暖化
対策の推進に関する法律
に基づく公共施設新築に
おけるZEB Readyの認証
を取得した。

令和６年度から既存施設の
解体、新築工事が連続して
実施されることから、工事
期間中の利用者の活動場の
確保及び分団や自治会館利
用者の駐車場や安全管理に
十分配慮した事業実施が必
要となる。

令和６年度では、既存施設
の取壊に着手することか
ら、分団、自治会館利用者
及び周辺住民に対し事業説
明を行うとともに、安全な
事業実施を行えるよう、施
工業者等との調整を十分に
図る。

3
行政
経営

公共
施設
マネ
ジメ
ント

継続
公共資
産課

蓼川地区公共施設再
編事業

市民の利便性・利用率の向上及び施設
総量の削減と効率的な維持管理のた
め、北の台地区センターを解体し、跡
地に北の台地区センターと蓼川自治会
館を複合したコミュニティ供用施設を
建設します。

基本方針に基
づく公共施設
の再編と質の

向上

ＳＴＥＰ１
第１期アク
ションプラ

ン中期

・関係機関調整
・地元調整

29,359（千円） ①事業進捗率 ％ ― 15.2 15.2 達成

Ａ 大きな効
果があり、今
後も更なる効
果が見込める
ことから拡充
する

施設所管課により北の台
地区センター利用者の活
動場所を他の施設へご案
内することができ、約46
年間開館してきた北の台
地区センターを休館し
た。隣接する住宅の家屋
調査や周辺住民及び学校
等へ工事の説明を行い予
定通り既存施設の取壊し
に着手することができ
た。

今後新築工事も予定してお
り、令和７年11月頃まで工
事が続くこととなるため、
近隣の方への配慮や通学の
子供たちへの安全管理に十
分注意した事業実施が必要
となる。

令和６年度では既存施設の
取壊後、新築工事に着手す
ることから、周辺住民に対
し丁寧な事業説明を行うと
ともに、安全な事業実施を
行えるよう、施工業者等と
の調整を十分に図る。ま
た、蓼川自治会館の解体に
向けた設計を行う。

4
行政
経営

公共
施設
マネ
ジメ
ント

継続

障がい
福祉

課、公
共資産

課

もみの木園建替え事
業

児童発達支援センター機能の充実を図
るため、障がい特性に応じた療育支援
体制を整備するとともに、必要な設備
を備えた適切な規模の施設へ建替えま
す。

基本方針に基
づく公共施設
の再編と質の

向上

ＳＴＥＰ１
第１期アク
ションプラ

ン中期

・仮設園舎賃貸借 120,955（千円） ①事業進捗率 100% ― 3.8 3.8 達成

Ａ 大きな効
果があり、今
後も更なる効
果が見込める
ことから拡充
する

療育が途切れないように
仮設園舎を建設し、機能
の移転も完了した。

速やかに既存施設を解体
し、新園舎の建設に着手す
る必要がある。

令和６年度では、既存施設
を解体し、新園舎の建設に
着手するとともに新園舎で
の運営体制について、検討
する。

5
行政
経営

公共
施設
マネ
ジメ
ント

継続
公共資
産課

公共施設再編の推進

市民の利便性・利用率の向上及び施設
総量の削減と効率的な維持管理に資す
る公共施設マネジメント推進の取組み
として、計画的な施設再編に向けた財
源確保のため、公共施設等総合管理基
金に積み立てを行います。

公共施設マネ
ジメントの促

進

ＳＴＥＰ１
第１期アク
ションプラ
ンの推進

・将来の人口減少・少子
高齢化や、公共施設に対
する市民ニーズの多様化
を踏まえ、令和2年度に
策定した「綾瀬市公共施
設再編計画」に基づき、
市内公共施設の再編を進
める
・計画的な施設再編に向
けた財源確保のため、公
共施設等総合管理基金に
積み立てを実施

3,667,237
（千円）

①基金への積立率 ％ 6.4(R2) 26.5 156.71 達成

Ａ 大きな効
果があり、今
後も更なる効
果が見込める
ことから拡充
する

令和１７年度までの積立
目標としている約２３億
円を上回る基金の積み立
てとなっているが、将来
的な財政負担の軽減を図
るとともに公共施設更新
費用の平準化を図るよ
う、引き続き基金の積み
立てを行う。昨年度に引
き続き、計画的な基金の
積み立てを超える基金に
ついて、債権化を実施す
ることができた。

第１期アクションプランが
令和７年度に終了すること
から、第２期アクションプ
ランの検討を開始する必要
がある。今後、（仮称）総
合教育支援センターや道の
駅の建設、綾北小学校の建
替えなどが続くため、基金
の取り崩しの基準について
も検討が必要になる。

「綾瀬市公共施設再編計
画」に基づき、引き続き
「市域施設」及び「地域施
設」の再編を推進する。ま
た、「公共施設等総合管理
基金」については、引き続
き計画的な基金の積み立て
や、決算における余剰金の
積み立てを行っていく。

5（100％）

0

支える5　次世代につなげる公共施設改革プロジェクト

戦略PJ取
り組みの
展開１

事業数 5

達成事業数（％）

未達成事業数（％）

・取り組みの方向「基本方針に基づく公共施設の再編と質の向上」は、地域施設の複合化
や障がい児福祉施設の新園舎建設に向けた具体的な準備が進められており、複合施設内部
の機能調整や学校施設の再編等についても概ね順調に検討が進められている。
・一方で、中心市街地周辺の公共施設等、当初の計画と変更が生じている施設もあるが、
第１期アクションプランが令和７年度で終了することから、各施設の方向性を整理し、第
２期の推進について計画的に調整を進められたい。
・また、取り組みの方向「公共施設マネジメントの促進」は、施設カルテの作成・公表に
より順調に進められているが、物価高騰による影響等を見据えながら、基金の運用を図ら
れたい。

支える５　次世代につなげる公共施設改革プロジェクト　企画課二次評価


